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【論説】 労働行政のあっせん制度と

裁判所の労働審判との地域的連携について

紺　屋　博　昭

　１．あっせんはつらいよ

　２．華やかなる労働審判のほうへ

　３．どのような連携が理想か？

　４．地域連携すると何が実現するか？ 損なわれることはないか？

１．あっせんはつらいよ －労働行政のあっせんの現状とその問題点－

　「私より後に入ってきたバイトさんは、みんな店長と通じ合って勤務シフト

がたくさん入るんです。私は全然入らないんですよ、悔しいですよ。落ち着い

てられるもんですか、こんな悔しい思いしてここに来てるのに『落ち着け』だ

なんて、あなた何様なんですか、そんな上から目線でよく落ち着けだなんて言

えますね、わたしは母子家庭なんですよ！（そして泣く。以下永遠ループ）」

　過日、とある労働局の紛争調整委員会委員として担当したあっせん過程で

の 1 シーンである。「申し訳御座いません」と力なく謝る私。何様でもござい

ません。

　詳細を記載することは出来ないが、新規開店の店舗に事務員として採用され、

その働きぶりが会社に通じず、日中 5 時間程度のシフト制に転じることとなり、

同時に賃金額は当初見込みを下回るようになり、やがて自発的に退職した元労

働者のケース。この元労働者は間もなく次の会社に勤めたが、前の職場のやり

口が気に入らないので、総合労働相談コーナーで「あっせん解決したい」と長

距離電話を続けたのち、対応者となった総合労働相談員が受理して案件とした

事案のようだ。

　あっせん受理後は申請人となるこの元労働者の主張は、不当なシフト制で賃
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金が下がった、精神的苦痛の代償とあわせて元会社に50万円を請求したい、と

いうことだった。

　しかもあっせんの冒頭にて「今日この請求が認められないときは、あっせん

をやめて労働審判します！」という態度である（こっちも冒頭「申し訳御座いま

せん、本日はせっかくのお出ましではございましたが、お引き取り下さい」と言うべき

だっただろうか）。といって雇用契約書はなく、労働条件通知書もないようだ（こ

れでよくあっせん解決すべき事案として受理したなぁと思える）。

　「新規開店で猫の手も借りたい忙しさだった」「雇用契約書や労働条件通知書

は用意していたが渡すのを忘れた」「採用の際の文書通知より、雇用保険や労

働保険の手続きが重く、そこへ社労士さんに吹っ掛けられてすべての手続きが

おろそかになってしまった…」「最初はパートとして雇った。働きぶりに応じ

て登用する旨を伝えたが、都合のいい部分しか聞いていないタイプの労働者だ

と思う。働きぶりはよくなく、配慮はしたがそのうちシフト時間数も減った」

と被申請人の元会社側は弁明を重ねる。場合によっては「全額呑んでもいい」

という。私は「互譲の精神を具体的に発揮し、かつ自らの法律上の非を大きく

認めるという態度に敬意を表します」とこの会社側の代表に伝えたものの、「そ

れでは申請人の主張に応じるということで和解契約をまとめましょうか」と次

へ進めるのはなぜかためらわれる。

　なぜか。

　なにゆえ申請人は、全額通らないなら労働審判を使うと言い張るのだろう

か。労働審判では「泣く子（と地頭だったか）」は勝てるのだろうか。会社の落

ち度とはいえ、雇用契約書も労働条件通知書も存在しないケースにおいて、労

働者は自分の労働条件の不利益な変更とその結果をどう主張立証できるのだろ

うか。契約成立時に労働時間も基本給も決まらないケースは確かに使用者の落

ち度が問われるとして、就業の中途段階で発生した不利益を主張立証しがたい

なら、労働審判では調停か取り下げ打診か分からないけれど、いずれにせよ労

働者の全面勝ち筋ではないねという見立てではないか（労働審判で「請求に理由

なし」というケースもあるだろう）。それだからこそ、迅速かつ無料の労働行政の

あっせん解決制度が存在するのではないか。それともすべて分かった上での泣
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く振りか（高等戦術だ）。

　第一、労働行政のあっせんを蹴飛ばして、労働審判をする当事者に、裁判所

の労働審判委員会はどのような心証を形成するのだろうか。そして冒頭のよう

なケース、元労働者の言いっぱなしや感情の吐露の機会は労働審判には全くな

いはずだが（あちらの労働審判委員会の審判官と審判員に質問されたときのみ発言す

るだけだろう）、それで当事者として満足できるのであろうか。

　いやそもそも、こうしたケースで、なぜあっせん委員は「どうぞ労働審判に

チャレンジなさって下さい」と胸を張って言ってはいけないのか。労働審判に

なれば申請人に時間と金銭と精神的苦痛のコストが倍付になるかもよと伝え

て、あっせんによる解決を説得してみたりするのであるが、それが果たして正

しい説得技法なのだろうか。

　さらには、労働局の総合労働相談員は、あっせんをしたいと相談相手の元労

働者が言えば、あっせん手続きを受理してしまうのか。雇用契約の当事者双方

に契約書も合意事項も存在しない場合であっても、あっせんで当事者が口頭で

説明してなんとか解決に向かうというイメージなのだろうか。総合労働相談員

のまとめた「事情聴取票」には、申請人の主張を裏付ける書面が一つもなく、あっ

せんを担当する紛争調整委員（あっせん委員）が、直前まで双方証拠となりそ

うな契約書なりメモ書きなり就業規則なり賃金規定なりを当日当事者らが持参

するよう労働紛争調整官を通じて依頼しているが、そんなことでいいのだろう

か。訴訟手続を見習い、当事者が書証を根拠に主張立証を果たすよう、誘導し

たほうがいいのではないか。

　

　冒頭のケースは、こうして労働行政のあっせんによる紛争処理制度と、裁判

所の労働審判による紛争解決制度との関係付けを考えさせるケースであった。

もちろん関係付けと言うにも、立法による行政司法連携を構想して実現するに

はあまりに遠大であるから、中央には内緒で、地方の出先どうしで双方機関が

「地域的実証実験」として、法律の定めの範疇において何をすべきかという課

題提起につながろう1。

1 個別労働関係紛争の解決システムとして、労働行政のあっせん制度と裁判所の労
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　そしてまた実際に連携するというならば、労働行政のあっせんも裁判所が取

り組んでいるような事務処理手法の導入が必要になろう。綿密なあっせん前の

準備と当日のあっせん進行支配の技法確立である。

　以下本稿は、労働審判に先立つあっせん制度をもう少し解説したのち、労働

審判における労働紛争処理特有の問題を指摘し、それを有機的に連携させるメ

リット、さらにはとある地方の労働局総務部企画室、その地方裁判所のある判

事氏、そしてその地方の労働局の紛争調整委員会委員たる小職の、地域におけ

るあっせん=労働審判連携事業に対するアイデアと実際の取り組みを紹介し、

紛争処理制度の改善案の提示を試みる。

　なお冒頭のケースでは「何様ですか」「あなたは弁護士さんですか」と追及

された小職が、「いえ…しがない大学で労働法の教育と研究に携わる者の一人

です…」とおずおずと切り出し、「あなたが損なわれた、あなたの気持ちが傷

ついた、だからざっくり50万円というのはあっせんの場では通らないんです

よ」「あなたが傷ついたというのなら、占い師に悩みを相談して相談料を払っ

た、臨床心理士の先生に診療内科とかクリニックとかで診察を受け投薬を施し

てもらい治療費がかかった、傷ついて食べて太ってダイエットして費用がか

かった、ということをちょっとでもお話して頂かないと」「会社の落ち度とは

いえ、そもそも契約書を持参できないなら、あなたの月給額がいくらからいく

らへ下がった、その下がった額に勤続期間分の月数を乗じて、何年の逸失利益

が発生しているのか主張してもらわないとね」「あなたは役場で求人票を見せ

てもらったというけど（小さな離島では自治体が求人票を閲覧させる地域サービスが

存在するのだ）、面接ではどんな月給額を提示され、どの額で会社とあなたが賃

金について同意したのか丁寧にお話してもらいませんと」という風に、結局は

何様気取りで申請人を支配し、請求額のディスカウントを経て当事者間に和解

働審判が別個に存在し、それらにシステム上の結合も関連もない現状を問題提起
し、それら連携による制度改善を模索するものとして、野田進「個別的労働関係
紛争解決システムの連携的運用」日本労働法学会誌120号（2012年）56頁。ある
いは同論文内容の発表舞台となった第123回日本労働法学会では、労働審判制度
の実態と課題が議論されたが、その模様における労働審判とあっせん制度の連携
イメージについて、山川隆一「シンポジウムの趣旨と総括」同20頁以下参照。
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契約を成立させた次第。こうした調整技法の当否を、労働審判制度の調停技法

と対比してみる意義もあろう。

２．華やかなる労働審判のほうへ

（１）手掛かりの模索

　「労働局のあっせんにやってくる連中のなかには、特に会社側のほうに多い

んですけど、『自分には非がないし解決に応じる気はないけど、自分の会社の

正当はなんとしても主張したい』という御方がございまして。『強制力のない

行政のあっせん委員が果たして何を言うのか試してやる。そこで言われた落ち

度を、次に出るとこ出たとこで活用してやる』という動機の者もおりましてね」。

　「それはいけませんね。労働審判では例えば申立人の労働者に『裁判所に来

る前にあっせん制度などを利用して迅速な権利回復に努めましたか』と尋ねま

すよ。バックペイ額の判断の問題になりますからね。相手側の会社担当者にも

同様に尋ねます。『行政のあっせんは強制力がない』などと言っておきながら、

理由のない解雇だとあとで判明した場合は、当事者間の紛争解決を遅延させて

いる訳ですから、相手側の会社の心証は著しく悪くなりますよ。そうならない

ように、労働行政のあっせんの過程で、適切な情報提供があってしかるべきで

す。連携と改善が必要だという問題意識はこちらも一緒ですよ」。

　「司法と行政で問題意識が共通なのは嬉しいです。労働局のあっせんを利用

する労働者にも、さして理解のないまま『あっせんがダメならすぐ裁判所に行

きます』という御方がいましてね」。

　

　都会の労働事件集中審理部に在職経験のある判事氏は、労働行政の行うあっ

せんの延長線上にある問題に理解を示す。だが、訴訟沙汰審判沙汰になればあ

あなるこうなるという点において、両紛争当事者もあっせん委員の小職もそし

て労働行政の事務方も詳細が全く分からない2。だいたい労働審判を見たことも

2 例えばこの地方の労働局紛争調整委員会には 6 名の委員が所属し、うち 5 名が弁
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ないし、人にその様子を聞いたこともない。これまでは伝聞的実態めいた内容

のものを咀嚼した上で、あたかも体感したかのように労働審判でござい民事の

裁きでございと伝えていたのであり、はっきりいえばウソつき、よく言えば法

螺吹きである。知らないことを隠して連携の模索などしようがない3。

　それではと大局的提案を試みる。

　「労働行政は労働審判を知るべきです。裁判所は労働行政のあっせんを深く

知るべきでしょう。しかしお互いが発信する情報のみにて知るという方法は旧

式ですし、双方が充分に理解できるとも思えません。個別労働関係紛争の解決

の促進に関する法律施行規則第14条にてあっせん手続きの非公開が、そして労

働審判法第12条によって審判委員会評議の秘密が規定されており、たとえば双

方担当者の交換による現場見学はこれら規定で制約されてしまうでしょう。で

すが個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律第13条は、参考人からの意見

聴取や意見提出によるあっせん案の作成を規定しており、参考人の範囲は施行

規則で規定されていませんから、個別紛争処理の法手続専門家たる裁判所関係

者を参考人として招聘することが可能ではないでしょうか。あるいは労働審判

法第16条は、但書きで相当と認める者の傍聴を許可する規定を置いており、評

議を除いた手続きに関して労働行政の傍聴の機会を許可される可能性はあるの

ではないでしょうか。労働審判規則では相当と認める者の範囲を規定してはい

護士である。この 5 名が労働局にてあっせんを担当する場合は、その専門職資格
の経験を通じて「労働審判になるとこうなるね」という対比的説明を果たしうる
であろう（労働審判係属事件を受任した経歴があることが条件になるが）。ある
いは法令上の原則－個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律施行規則第 6 条
第 1 項－に従い、 6 名の委員が 3 名ずつ 2 チームに分かれ、 3 名で 1 チームにより
あっせんを進行させる中で、弁護士職にある委員が情報提供するという工夫も想
定されよう。しかしあっせんは実際たった 1 人のあっせん委員が進行手続を担当
し、それは上記施行規則第 7 条第 1 項の規定が根拠になって、例外的取扱いが原
則のようになっている（委員の人足日当を可能な限り削るのが昨今の世論の要請
でもある）。その問題について、野田進『労働紛争解決ファイル～実践から理論
へ～』（労働開発研究会、2011年）93頁以下参照。

3 体感しなくても労働審判の審理に関する先行研究から手掛かりは得られる。枚挙
に暇がないが最近のものを挙げると、中垣内健治「大阪地裁労働事件における現
況と課題」判例タイムズ第1381号（2012年）28頁、深見敏正「労働審判事件に
おける審理の実情と課題」同1364号（同） 4 頁、「労働審判制度に関する協議会
第 7 回」同1315号（2010年） 5 頁、ほか、菅野＝仁田ほか編著『労働審判制度の
利用者調査　実証分析と提言』有斐閣（2013年）所収の各章論文も参考になる。
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ないようですし」。

　だが、たとえ地方の試行実験とはいえ労働行政のあっせんに裁判所の関係者

が潜り込んでいたことが紛争当事者にあとで知れたら、やはり司法と行政の独

立を揺るがす大問題になりかねないとの見解に至り、これは継続検討議題とな

る。裁判所には調停についてノウハウの蓄積があるから、いまさら労働行政の

するあっせん技法と和解契約への誘導手法に関心が持てないのは充分理解で

きる（あっせん委員に学識経験者と弁護士と両方存在することを知り、多数を占める後

者が短時間で金銭調整の解決を特に志向しがちなことを裁判所関係者は知っているだろ

う）。労働行政に出向く出張名目があっせんの見学では裁判所の名が廃ろう。

　「労働審判期日は書記官も始終同席しないんですよ。たまにやってくる司法

修習生もラウンドテーブルではなく部屋の隅の長椅子に座って見学です。法律

で相当と認める者といっても実際は相手側の会社関係者になるんです」4。そう

言われると「ではその場限りで会社にお願いして会社関係者の一員として出席

します」とは言えない。結局、労働審判を労働行政の側で体感するには、裁判

所に労働行政の総合労働相談員研修等で講演してもらい、かつ同相談員向けの

模擬労働審判を裁判所関係者に実施してもらう、それが実現可能性の高い連携

交流の第一歩であろうとの見解に至る。

　「労働審判の創生期に、その発案者であり立法にもご尽力を頂いた労働法の

大家の先生に労働審判を傍聴してもらったことがあるそうです。手続きの非公

開規定を工夫して傍聴になったのでしょうね。しかし原則は手続き非公開です

ので、せっかくの傍聴も体験記を公表できなかったと思います。裁判所として

は労働審判制度をアピールしてもらう意図でお招きし傍聴を認めたのでしょう

から、なにも宣伝がなかったのは残念ですね」。

　後日、労働行政の担当者から連絡が入る。「個別労働関係紛争解決制度の運

用に従事する労働紛争調整委員や担当職員の能力向上と同制度の有効な機能確

保のために、司法機関が行う労働審判の状況を理解する必要がある」との名目

4 例えば紛争の過程について陳述できる当事者には審判廷での傍聴（と参加）を、
紛争発生後の解決以降の当事者（社労士や司法書士など）は当事者以上に有意の
事実を陳述する可能性が乏しいので傍聴は認めないとの準則が東京地裁民事19部
の準則の模様である。前掲注 3 「労働審判制度に関する協議会第 7 回」17頁渡邊
和義発言参照。
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で、裁判所への出張が可能になるとのこと。

 

（２）審判廷室内のかげで

　冬の官公庁舎の室内にしては湿度を充分に備えた温かさが感じられる、つま

り空気はずっしり重いがその室内環境を作り上げたことがこの時期の裁判所な

りの利用者に対する思いやりだと理解出来なくもないその部屋のラウンドテー

ブルに関係者らが向き合い、ある労働審判が始まろうとしている。

　裁判官の執務室と書記官事務官らの執務室とに挟まれたこの一室は、その裁

判所によって特にラウンドテーブル法廷という名が与えられている訳ではない

し、庁舎入口付近の案内図にこの部屋についての所在が明記されている訳では

ない。従って双方の不慣れな関係者らは、呼び出し状に「 3 階民事 2 部書記官

室」と出頭記載指示があるものの、その書記官室にて労働審判が実施されると

も思えず、目指す「期日」の実際の会場が分からぬまま、とりあえず裁判所を

待ち合わせ場所にして落ち会った以上、定刻になれば廊下に出た担当書記官が

そこに招き入れる素振りを見せるまで、あるいは担当をお願いした弁護士先生

の解説と案内があるまでは、どの部屋に連れていかれるか分からないまま冷え

た合成皮革の長椅子を温めながら、民事 2 部と同じ 3 階フロアの待合室内で所

定時刻まで辛抱強く待機することになる。

　

　─────────────

　ひとつめのかげにて

　「お集まり頂きまして有難うございます。期日の直前すなわち本日朝になっ

てようやく相手側から『答弁書』が出てきました。申立人側にもお届け済み

です」「よくあることとは言え、10日前には提出をお願いしている書類なので

すから、書記官室から強く催促して頂くよう、お願いしたく思います。事件の

記録に関するものは、丁寧に読んでおきたいものですから」「その通りですね、

御負担をお掛けしまして、申し訳御座いません。さて、さっと答弁書を確認し

て、不明点や疑問点はございますか？」「懲戒処分を決定した賞罰委員会の記

録や、申立人のケンカの相手となった相手側の従業員の負傷の写真などに、少々
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不明があります。申立人のケンカ行為は会社の就業規則抵触行為なのでしょう

が、会社は別にいろいろ非違事実を挙げています。結局、何が懲戒規定抵触行

為だというのか、よくわかりません。申立人の退職届の提出手続にも同じくよ

くわからないところがあります」「同じ意見です」「それではご指摘の各点につ

いて、双方に事実確認をしつつ、相手側の懲戒権の発動について、それから相

手側の懲戒権の行使が不適当であるとすれば、申立人の請求内容の適否につい

て、審理を進めていきたいと思います。よろしいですか」「結構です」「それで

は始めましょう」。

　─────────────　

　

　さて時刻は午後 2 時を少し過ぎた。「それでは審判期日を開始します」。

　この部屋に招き入れられた全

員にとって通常なら単純に聞こ

えるだろう審判官の開始の宣言

も、今日ばかりは答弁書の提出

が遅くなり、申立人に反論書作

成のチャンスをずいぶん失わせ

たことを、当の相手側張本人ら

に直接戒めるように聞こえる。

この労働審判は多くの手続きが

すでに始まっており、その手続きの節目がいまここなのだということを紛争両

当事者らに知らしめる宣言にも聞こえる。労働審判委員会を確かめるようにそ

の構成を見渡せば、30平米の室内中央にある木目調の楕円テーブルの上座側に

は、審判官を中央に、そしてその両脇を固める 2 名の審判員が鎮座している。

　今日の審判官は都会の裁判所の労働審判集中部に在職していたキャリアがあ

るらしく、本日の労働審判に先立つある日の社交の酒席で耳にした鬼軍曹とい

う外野からの評判をこれに併せると、柔和な調子を装いながらも各当事者に対

して鋭い追及を交えた進行と、本日中の確実な成果の達成を見据えた指揮にな

るのでは予想できる。 2 名の審判員は柔和というより老練な表情を見せている。

その老練にはこのあとの各当事者の主張立証の内容にその場で賛否を表すこと
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はせず、つまり表情を変えず無駄な口も挟まないことが含まれるし、審判官の

質疑に対する各当事者らの返答ぶりを観察し、評議に必要な情報を細かく収集

するようにペンを走らせることも含まれる。無口な審判員は評議になれば雄弁

になるのかも知れず、そうなると各当事者は、上座の審判委員会 3 名の誰に対

し説明と説得の力点を置くべきなのか迷うに違いない。

　その各当事者はといえば、冷たい廊下から室内に入ってテーブルの手前側に

申立人弁護士が上座側に、続けて申立人本人が席を並んで占める。テーブル奥

側には上座に相手側弁護士、続けて会社側社長と工場長が並んで席を占める。

申立人である元労働者と相手側の会社関係者の位置はラウンドテーブル下座で

近く並びあうことになる。円陣が完成した。

　「本日は相手側会社の社長さんと、事件現場となった工場の工場長さんがお

見えになっております。労働審判委員会は社長さんと工場長さんお二人の傍聴

を認めます。どうぞこのテーブル（に向き合った）席にそのままお座り下さい」。

審判官にそう説明されれば、会社を当然にあるいは正統に代表する者として誰

が労働審判の期日にふさわしい出席者なのか少々判断に苦しむ局面ではあろう

けど、 2 人はそのまま席を占めた、そして元関係者同士で目線を合わせたりし

ないよう、上座の審判委員会の 3 名に慎重に視点を置き続ける。傍聴が認めら

れたということは、その機会が与えられたというにとどまらず、審判委員会の

いくぶん厳しい審問の対象になり、追及の手が及ぶのだとはこの時その 2 人と

も予期していない。

　

　審判官がレジュメと称するA 4 紙大の「労働審判期日メモ」は「地位確認等

請求労働審判事件」と題され、つまり本日の期日では、会社に懲戒処分たる諭

旨解雇を強要された元労働者が、諭旨退職届の有効な撤回ないし退職届の無効

を主張し地位確認請求および未払賃金請求を試みようとする模様である。対し

て会社側は元労働者による退職届の法的有効性を主張し、退職が完成したので

地位確認請求は筋違いであると抗弁し、さらには過去の懲戒処分歴からして諭

旨退職処分は法律上相当であると主張したいようだ。

　このレジュメには申立ての趣旨、事案の概要、事実の経過がコンパクトに記

載されている。申立ての趣旨に「地位確認」が記載され、続いて「122万5452
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円（平成24年 7 月～ 12月分）＋平成25年 1 月 1 日から審判確定まで毎月10日限り

20万4242円～（バックペイ）」、「42万553円＋年 6 分遅延損害金（未払賃金。平成

24年 6 月11日から支払済みまで）」と細かく記載されている。個別労働関係の紛争

事案にて「バックペイ」の文言が新鮮に見えるが、司法機関では労働契約残存

期間の未払賃金と労働契約存続の確認対象期間のバックペイとを端的に切り分

けて審査することを、申立人側弁護士が熟知しているゆえの申立て趣旨と考え

ればいいのだろう。事実は時系列で経過がメモ書きされている。家畜飼料加工

および運搬会社にて勤続歴10年程度の運転手が、平成24年 5 月中旬の週末のあ

る日、工場にて他の従業員と口論になり、もみ合いとなり、けがをさせた咎で

自宅待機の処分となり、週明けの日に退職か懲戒解雇かを会社から求められ、

仕方なく退職届を提出するもこれを翌日撤回する旨の電話連絡をしたところ、

懲戒解雇となり、同月中に退職金が口座に振り込まれていたとのこと。審判申

立人であるこの元運転手は、同月下旬にはユニオンに相談し、ユニオンが会社

に団交を申し込むも不調に終わったとのこと。元運転手は翌 6 月には抑うつの

診断書を得るに至り、 8 月にはユニオンに退職金相当額を寄託したことも判明

する。ちなみに審判の申立ては12月であり、裁判所の冬休みを勘定しても今日

の期日まで 1 カ月以上が経過してしまっていた。さらにこのレジュメには、評

議が30分前に行われていたことが記載されている。

　「会社側にお伺いします。従業員全160名ですか。事業所はいくつあります

か？」「（ひそひそ）全部でいくつだ？」「（工場を入れて 8 つですね）」「ええと、工場、

工場を入れて、 8 か所です」「では申立人の勤務場所は？」「○○工場です」「最

初はアルバイトかなにかで採用したのですか？」「（ええと、あのときは、見習い

ですね）」「見習いで入社です」「契約書はありますか？」「労働契約書はありま

せん…」「申立人の仕事は、運転手に限定されていますか？」「……」「ええ、

運転手です」。審判官の矢継ぎ早の質問は、会社側弁護士と傍聴の会社関係者

との本件事実関係の全体理解度を試しているかのようである。

　「申立人は、ダブルストレーラー運転手として入社したのですか？」「ええと、

最初は運転手の見習いで、平成14年の 4 月くらいから、運転手として…」「では、

運転手限定ですね」。審判官は幾分もどかしく返答と陳述を試みる申立人に対
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しては、穏やかな口調である。

　「申立てにかかる労働時間を確認しましょう。申立人の出社時刻は、毎日何

時ですか？」「 7 時半に朝礼があり、40分から乗務しますので、 7 時40分です」「会

社はどうですか？契約書はないですが」「（ 7 時40分？うんうん）」「 7 時40分です」

「では、そこは争いがないということですね？」。期日メモによれば、朝 7 時30

分にもみ合いになり、従業員が転倒し、申立人の元労働者も全治 5 日間の傷病

とある。出社前の勤務時間外のいざこざにもなりえる始業時刻の双方当事者の

理解の一致であるが、ここは審判委員会による労働時間の始就業時刻と未払賃

金の算定根拠をあくまで確かめているシーンだろう。乙号証のどこかに就業規

則があり、その就業規則で会社所定の始業時刻が午前 8 時になっていても、も

う遅い。

　申立て趣旨の基盤となる労働契約の内容の確認を双方当事者に済ませば、い

よいよ懲戒解雇の当否に関する審尋に移る。「乙 2 号証をご覧ください。賞罰

委員会会議録の一部ですね。申立人の過去の非違行為など列挙されているよう

ですが…しかしこれは今朝方提出されたものです」「認否については後日で結

構です」。会社側弁護士は小声で言葉を添える。「申立人どうですか、あなたは

この会社で、何度か責任事故を発生させてますね？」「否定はしません」「労働

審判ではあなたの言い分を言って下さいね。乙 2 号証を見ていくと、あなたが

乗務したトレーラートラックに関する交通事故の記録がありますね」「トラッ

クですので、たまにはぶつかったりみたいなことが…」「たまにぶつかっては

いけませんよ。スピード違反もありますけど、これは交通違反ですかね。そし

てまた取引先から駐車の仕方でクレームが来ているというのもありますね」。

申立人にとっては過去の非違行為を確認され自分の評価が下げられかねない問

いかけの連続になりそうだが、これらは会社側列挙の各非違行為が就業規則所

定の懲戒相当事由にそもそも抵触しているかどうかを労働審判委員会が審査し

ているに過ぎない。法廷のやり取りに慣れた者なら、こうした審尋を通じて労

働審判委員会が会社側の拙速な懲戒処分手続きを見通していると想定できるの

であろうが、本日の申立人にそうした理解が及ぶところではないし申立人弁護

士がここで要らぬ入れ知恵をするものでもない。
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　「これは現場で、飼料運搬車を、道路の進行方向にヨコ付けして停めたので

すが、取引先は『そこに止めたらスホートが動かせんが』と怒鳴ったんですけ

ど、そう言われてもそもそも空中に電線があるからスホートが動かせてないよ

うだし、じゃあといって道路をふさいで車を停めるわけにもいかないし、そう

いう現場の事情というか…」。申立人は弁明し、審判委員会はこれに付き合う。

会社側は相手方の弁明を丁寧に傾聴している。ここは当事者どうしで口角泡飛

ばして言い分を争うというより主張立証の優劣を裁判所に判断される場なので

すと代理人弁護士に綿密に事前教育されている気配がある。

　「車の停め方とか、飼料積み込みとか、そういうときに、なんかちょっとむ

かっとくるときがあって、『○○、お前、なんで○○○せんね』とか言われると、

イヤちょっと待ってみたいな、そっちが仕事を邪魔してるんでしょうって。そ

れである日、ちょっと強く『ちょっといい加減にせんか』と言ったら、やるん

かコラっていう感じで。そういうのがあって、今回の流れと言うか」「じゃあ

あなたは流れで暴力をやってしまうのですか！」。鋭い追及を緩める審判官で

はないが、本日は反論書の作成提出に至ってない申立人らであるから、乙号証

については申立人側にこの場でしゃべらせてやろうという配慮だろうか。

　乙 2 号証の会社主張の各非違行為について審尋を進めたのであるが、懲戒事

由該当性を逐一判断し、この時点で結論を各当事者らに表明する労働審判委員

会ではない。「乙 3 号証と乙 4 号証をご覧下さい。これによりますと申立人は

朝礼の会場に向かう途中、口論となった被害者従業員に対して後ろから突き飛

ばした結果、被害者に傷害を負わせたとあります」「申立人は否認します」「ど

うぞおっしゃって下さい」「その日の朝も○○がわざとらしくこちらに聞こえ

るように『○○は何度言っても直らんねぇ、今日も○○○するぞ』と言ってる

ので、いっつものことだ、またかいということで、『なんね』といって、相手

の方をつかんだところ、相手が『なんだ！』といって組み合いになって、にら

み合いみたいになったんですが、こちらが手を出したら相手の思うつぼだと

思って堪えたんです。なのに相手が組み合いを止めないものですから、こう手

をふりほどこうとして、それで相手が転んだということで…」「じゃああなた

は後ろから突き飛ばしてはいないんですね」「突き飛ばしてはいないです。振

りほどこうとした流れで力が入ったというか」「力が入ったということは、あ
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なたが最初に手を出したのですか」「違います。手を出したのではなく、もう

やめてくれと離れようとしただけです」。

　「甲 6 号証をご覧ください。申立人も右腕打撲と皮下出血で全治 5 日の傷病

だということですが、この写真データは撮影日等の記録がないですねぇ。ダメ

ですよ」。甲 5 号証として申立人の負傷に関する医師作成の診断書が提出され

ており、同 6 号証はその負傷部位画像のようであるが、審判官は抱き合わせの

即断を避けて証拠の独立性を慎重に審査している様子だ。その画像の様子から、

なお申立人ともう一人のとっくみあいを想像しているのかもしれない。

　「それであなたはその日は仕事をしたんですか」「いえ、会社のみんなが集まっ

てきて、『今日は頭を冷やせ』ということになって、家に帰るよう指示されま

した。自分でも大変なことになったなと思いまして、こういう日に無理に仕事

しても事故とかになるので、素直に家に帰りました」。

 

　「乙 3 号証をまたご覧ください。相手側はこの文書について説明してもらえ

ますか」「はい、賞罰委員会が開催され、申立人の暴力行為が就業規則規定の

非違行為であり懲戒処分を与える根拠になる旨が確認されまして、暴力行為は

容認出来るものではないとして、懲戒解雇処分が相当との委員会の判断です」

「しかしこの文書によれば、…会社の現場責任者たる工場長は暴行があった日

のその直後の賞罰委員会に参加してませんね」「してないです」「そこにお座り

の工場長、賞罰委員会に出席していましたか」「出席していません」「いやぁ、

それは困るなあ。現場の責任者が事実を最もよく知る筈なのに委員会に参加し

てないんですか」「……」。

　審判官が「いけませんねぇ」「困るなぁ」と発するのは、手続違反やルール

違反、それに法律違反を暗示していることがそろそろラウンドテーブルの全員

に理解出来る頃だ。「翌日、工場長は、賞罰委員会で判断材料にした『顛末書』

を読み上げて、申立人に賞罰委員会の判断を伝えて、改めて自宅待機を命じた

上で懲戒解雇か退職かを求めたんですね」「そうです」。「申立人を自宅に帰し

てしまったのですから、この『顛末書』は暴行を受けたとされる○○さんの弁

明のみによって会社が作成したんですね」「…そうです」。

　「それから会社の就業規則には、懲戒の種類、内容、手続が規定されてる筈
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ですね。会社が懲戒解雇の処分を下さないことと引き換えに、従業員に自主退

職を求めるような規定はあるのですか」「……」。いけませんねぇと全員心中唱

和しただろうが、特にそれを会社側がする訳にはいかない。

　「申立人は、工場長に懲戒解雇か退職かを迫られて、どうなりましたか」「頭

が真っ白になりました。友人等にすぐ相談しましたが、なにか具体的な答えを

もらえる訳でもなく…」「しかしあなたは退職届に署名押印すると、会社を辞

めることになると解ってたんですね。そしてさらに翌日の朝会社に出勤して退

職届を提出したんですね」「追い込まれてたんです」「前の晩はよく眠れずにで

すか」。少々誘導にも思える審判官の問いかけは申立人主張の退職の意思表示

を錯誤無効にするのか強迫取消にするのか、それとも意思表示による契約終了

成立なのかを探るものだと解る。しかも当事者らは当然としている退職届であ

るが、これは会社側が用意する様式に退職者が署名捺印して作成するタイプの

ものであり、雇用社会で通常用いられる自筆自署の慎重な形式のそれではない。

　「申立人は暴行の翌々日の土曜朝に退職届に署名押印をして会社に提出しま

した。しかし翌週月曜日に申立人は工場長に電話して退職届の撤回意思を伝え

たところ、工場長は『わかった、懲戒でよかな』と発言したと。会社側の認識

もこれでよろしいですね」「それですが『懲戒でよかな』ということについては、

記憶にないです」「工場長、記憶がないのですか」「…えーと、うーん（下を向く）」。

　「申立人に伺います。退職届を撤回すると伝えましたが、懲戒解雇でいいと

いう訳にもいかないので、電話のあと自宅待機命令に反して、工場じゃなくて

本社事業所に出社したのですね」「10時15分ころ出社しました」「出社してどう

なりましたか」「そこにいた工場長は撤回を認めないと言いました」「工場長が

認めないとどうなるのですか」「認めてもらわないと困るので、部長と常務に

撤回しますと伝えました」「退職届は持ち帰ることができましたか」「いや、そ

の文書はもともと会社のもので…持ち帰るといっても、返してもらえなかった

と思います」「相手側にお尋ねします。退職届は申立人の署名捺印を得て、会

社がずっと預かっていたのですね」「乙 1 号証の通りです」「この退職届に対し

て、会社として 5 人の決済承認印があり、常務が筆頭、部長が次位なんでしょ

うかねぇ」。審判官は使用者側の人事権者を特定し、労働者の退職の意思表示

到達に関する会社側の事理認識を確認している模様だ。しかし相手側たる会社
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側が何か主張を加えられる状況ではない。

　

　ここで相手側の全員が室外での待機を促される。

　「さて、申立人に伺います。相手側へ提示する解決案はお持ちですか」。審

判官がそう申立人弁護士に尋ねる。「申立人の率直な心情を汲んで頂き、金額

として 2 年分の賃金相当額480万円から500万円の支払いを求めます」「どっち

にしましょう。確定金額をお願いしますね。申立趣旨の退職日以降の賃金バッ

クペイは積算の根拠になるとして、…申立人は会社振込の退職金46万円余を、

ユニオンに寄託されてますねぇ。これは積算額から引いておくべきものです

ねぇ」。審判官は、申立人の基本給、各種手当、会社が控除すべき各種負担額、

申立人がすでに会社から得ている金額等を細かく計算し、いわゆる解決金金額

を確かめているようだ。

　「ところで申立人は労働局のあっせんは利用しなかったのですか」「利用して

いません。最初に法テラスで相談しまして、労働審判を利用して解決を目指す

ことで、こちらの弁護士の先生のところが安かったものですから」（このときば

かりはラウンドテーブルに残った全員が笑う）。「なるほど行政の手続きはとってい

ないということでいいですね。さらに申立人に伺います。退職なのか懲戒解雇

なのか、これが 5 月の12日になります。労働審判の申し立ては12月26日。この間、

申立人は何をしてましたか」「会社に突然懲戒解雇だと言われて、退職届の撤

回でもずいぶん気苦労があって、診療内科のお医者さんのところで診てもらっ

て…しばらく何もできませんでした」「紛争解決が遅くなった分を、会社がす

べて責任を負って支払いするんですか」「……」「 7 か月間、何をしてたんだと

いう話になるんですよ」。審判官が労働審判にて労働行政との連携構築が必要

だと考えている糸口は、多分ここであろう。金銭支払額が労働行政のあっせん

に比べ高くなりがちな裁判所の判定的解決あるいはその調停解決では、正確な

支払算定額が求められる。使用者に帰責されるべき事由とそうでないものを峻

別する必要があるというのが裁判所の着想であり審理の方針なのであろう。

　審判官は両隣の審判員に質問を促す。しかし審判員から質問は出なかった。

その後、労働審判委員会は評議に入る。審判官と審判員以外の全員が、室外に

て待機となる。
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【論説】労働行政のあっせん制度と裁判所の労働審判との地域的連携について

　─────────────

　ふたつめのかげにて

　「不明点はおおむね確認できました。申立人の非違行為に関して、相手側会

社の懲戒権の発動は、就業規則に反するものでどうやら失当と言えます。いわ

ゆる諭旨解雇の規定をそもそも欠いていますので、申立人に退職届を求める根

拠がありません」「実務に照らして、どうも処分ありきの会社の懲戒判断のよ

うで、手続きの妥当性相当位が乏しい」「かりに申立人の自由意思で退職届を

一度提出したとしても、撤回の意思表示もありえます。裁判例に照らせば、そ

ちらが真意で、かつ手続的に保護されるでしょう」。

　「暴力というかケンカ自体は申立人として関与したとのお話でした。この事

実をいかが評価しましょうか」「双方軽微な負傷です」「申立人の短気なところ

は全くいけませんが、といって申立人の請求内容をすべて否定できる強い非違

事実や法律違反とは思えません」「企業内実務では非違行為と懲戒内容には比

例原則を当てはめます。現場で少々荒い対応があったかもしれませんが、ケン

カの相手側にはおとがめなし、そして会社にてケンカがあったとき、過去の処

分に照らして相応の懲戒を与えます。いきなり懲戒解雇はないでしょう。懲戒

権の濫用に近い処分と言えます」。

　「では、申立人の解決案を基本とする調停内容で進めましょうか」「結構です」

「レジュメでは申立人の請求趣旨は地位確認でしたが、先ほどの陳述では金銭

による解決案を提示されています。しかしざっくり 2 年分480万円という計算、

ちょっと大雑把なところがあります。細かいところはあとで詰めることにして、

まずは相手側に審判委員会の心証を伝え、解決案についての出方を窺いましょ

うか」「そうしましょう」。

　─────────────

　

　そして10分後。招き入れられたのは相手側となる会社側の全員。

　「労働審判委員会は本件に関して一定の心証に達しております。相手側代理

人の弁護士さんにお尋ねします。本件解決に関してお考えはありますか」「会

社は所定の労働時間、所定の出勤時刻より前に申立人を出勤させておりました。
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時間外労働分に関して賃金支払いを考えております。その余の申立人の請求で

すが、退職届の効果は法律上有効に完成していると考えております」。先ほど

までのやり取りで、就業規則の始業時刻より前に出勤させた労務実態を自白し

てしまった以上、ここは自認するという態度の表明なのかもしれない。会社対

応の非違を懲戒手続全体の適否判断に及ぼさないという弁護士の方針で、賃金

支払によって会社の非を一部認め、その他は応じないという作戦で事件の幕ひ

きを図りたいのかもしれない。

　だが審判官は少々厳しいことを相手側に続けて伝える。「申立人の解決案は、

賃金 2 年分相当額バックペイその他弁護士費用等を含む480万円を支払えとい

う趣旨だそうです」。相手側弁護人はすかさず「できません！」と強く主張する。

審判官は「再提案はありますか」と尋ねる。「…少しお時間を下さい」「委員会

は一定の心証に達しておりますと冒頭お話をしました。相手側に極めて不利で

す。慎重にお考えください。その間、申立人のほうにお話をします」。

　入れ替わって入室してきたのは申立人とその代理人弁護士。「相手側の対応

をお話します。朝礼より前に出勤していた分を時間外労働と認め、賃金相当額

を支払うとのことです。480万円の解決金はムリだとのことです。申立人の再

提案があればお伺いします」「ちょっとここでは…」「では申立人ご本人はいか

がですか」「……」。申立人の請求はまず地位確認であったから、その事に触れ

ぬまま金銭解決のいきなりの打診は本当は堪えられないかもしれない。ここで

も審判官はすかさず進める。「あなたね、お仕事の探し方は、充分でないので

はないですか？」「…」「今回の事件ね、あなたが短気なのも原因だよね。あな

たは挑発に応じて、つかみかかって、突き飛ばしてはいないんだろうけど、も

み合いになって、相手が転んじゃってる訳でしょう」。申立人を非難する訳で

はないが、譲歩余地を確認し、調停可能性を模索しているのだろうか。

　「…仕事を探す時間が欲しいんです。そんなに若くないし、充分な補償がな

いと…」。申立人がようやく発した弁明に対し「申立人本人の率直な心情を汲

んで下さい」と申立人弁護士が割って添える。「率直な心情」は民事刑事に限

らず、裁判所法廷における当事者らの定型句のように聞こえる。対して審判官

は解決金の根拠を申立人らに詳しく考え直すよう諭す。結局申立人らは基本給

額の 1 年分というところまで譲歩できることを労働審判委員会に伝えた。
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【論説】労働行政のあっせん制度と裁判所の労働審判との地域的連携について

　再び労働審判委員会による 5 分程度の評議。同じく全員が室外にて待機とな

る。

 

　─────────────

　さいごのかげにて

　「申立人の解決案は基本給の 1 年分、こちらで計算しまして240万円相当とな

りました」「労働審判委員会の心証は相手側によろしくないと相手側にお伝え

していますから、申立人のこの解決案に応じない場合は、本日この場で審判も

あり得えます」「調停案として申立人の譲歩後の金額が妥当です」。

　「ではその旨、相手側にお伝えしましょう」。

　─────────────

　

　相手側らが入室。

　「労働審判委員会は高めの金額による調停を考えていました。委員会の心証

をお伝えします。まず申立人の退職の意思表示に疑義があります。また退職の

意思表示があったとしても、会社内の手続きに照らせば退職届の翌日の撤回が

有効であると考えるのが相当です。それから相手側会社内の懲戒ですが、懲戒

は段階的になされるべきです。申立人が会社内でこれまでなんら非違行為、懲

戒処分抵触行為を行っていないこと、あるいは会社の賞罰委員会でどのような

前例非違行為に懲戒解雇処分を相当としているかお話した記録が見当たらない

ことをあわせ、申立人にいきなり一番重たい懲戒解雇の処分は相当ではないで

しょう。本件はそもそも会社の○○さんに対する申立人の一方的暴行とは評価

出来ないと思います。相手側から暴行による傷害の診断書と添付画像が提出さ

れましたが、…刑事事件の同種の診断書や添付画像等を参考にして対比してみ

ますと、どうも転倒打撲の自傷に近い。それを大げさに暴行行為として、懲戒

を急いだきらいがあります。申立人の弁明等が一切含まれぬまま作成された顛

末書も相当問題です。よって本件の暴行を理由に、申立人に懲戒処分を与える

ことは出来ません。会社内の事件によってうつ状態にある申立人に、会社が処

分を行えるかどうかも問題です。委員会としては、申し立てを許容するか、高

い金額での解決を考えます。ただし、申立人は240万円、バックペイを含む賃
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金 1 年分相当額でいいとお話されました。240万円での調停でいかがですか」「会

社の会長に聞いてみないと…」「ではすぐに会長に電話して下さい。裁判官が

怒っていますとお伝えして下さい。社長さんがここに来てるのにどういうこと

ですか。いま解決しないと本件申立人は増長するかもしれません。申立人が出

るとこ出たら次はどうなるか分かりませんよ」。審判官が怒っているのは答弁

書の提出が遅れた相手側会社の本日までの全体的対応か、その手の会社の要請

に応じながらも会社を急がせることが出来ず自分の対応も遅くなった弁護士本

人の遅延そのものかにあったのだろうが、相手側会社内の懲罰委員会がおざな

りだったことの手続的違法にまでいまや咎めが及んでいる模様である。相手側

弁護士と会社側担当者らは部屋を後にした。そして数分後、相手側弁護士が「電

話で会長とお話しまして、払うことにします」と伝えてきた。

　さらにその後、両当事者が再び入室し、ラウンドテーブルに向き合う。

　「本日は双方になんとかご理解を頂きました。これから労働審判委員会が調

停条項案をお話します。双方よく聞いて下さい。その前に…会社は申立人との

雇用契約が有効に終了したことを確認しますか」「確認します」「退職金の返還

を求めませんね」「求めません」。

　審判官は書記官を呼び、部屋に招き入れた。

　「では調停条項です。第一、本件雇用契約は平成24年 5 月31日限りで終了す

る旨を双方合意したことを確認する。第二、相手側は和解金240万円の支払義

務を認める。第三、相手側は本日から 1 カ月後までに申立人代理人口座宛てに

上記金員額を支払う。送金手数料は会社負担とする。第四、申立人はその余の

申立てを放棄する。第五、本件調停条項に関するもののほか、双方に一切の債

権債務関係がないことを確認する。以上です。他に確認したいことはございま

すか。申立人どうですか」「ありません」「相手側いかがですか」「ありません、

結構です」。審判官は流れるようにこれら調停条項を発表し、書記官はあわて

る風でもなく審判官のそれら発言を書き留めている。相手側の会社担当者らは

この調停条項に何か言うチャンスが残されていないことをもはや観念している

かのように目を伏せている。

　申立人はおずおずと「あの…今回の暴力事件のことを第三者に言わないとい
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うことを会社と約束することはできますか」と切り出す。対して審判官は「そ

うした口外禁止条項を入れれば、あなたも退職金を寄託したユニオンに話を

まったく出来なくなりますよ。その寄託額46万円は戻って来なくていいです

ね」。あわてて申立人弁護士が今の話はなくて結構です、それより今日解決す

ると思いませんでしたから、事務所の銀行口座番号が分かりませんと補足する。

審判官は「それは問題解決上見過ごせない支障である」とユーモアを交えて応

じ、このあとすぐに電話で確認すればいいでしょうと申立人弁護士にアドバイ

スを与える。実は双方の弁護士ともずいぶん若く見える。

　「それでは書記官の立会で調停条項を作成します。ところで会社の登記は間

違いなく入ってますね」。こののち調停条項を含んだ和解契約文書が書記官に

より作成され、双方代理人弁護士事務所宛てに送付されることになる。この場

で文書を取り交わし署名捺印する作業なしで双方当事者らはラウンドテーブル

を離れる。この労働審判の期日は以上で終了となる。午後 4 時を回った頃だ。

冬の時期の午後 4 時だとあたりは暗くなっている筈だが、外は日差しがかろう

じて残っているからなのか、開けたドアのほうは明るくかつそこから穏やかな

空気が新しく入り込んでくる。

（３）具体策の模索

　「この間、ある労働審判の夢を見まして、それがまたリアリティ溢れる夢で

して。そこで判事氏たる審判官が『労働審判の前に行政のあっせんを使わない

のはなぜですか』と申立人の労働者本人をやんわり追及し、紛争解決意欲に積

極性を示した事実がなければ地位確認を認めないかのように進行の指揮を採っ

ておられました。いや、迅速に紛争解決に努力しなければ、バックペイや将来

分の賃金支払額をかなり縮減する調停内容とするかのようでした」「現実の認

識があまりに強烈だと、それが夢にかなりあらわに出てきたり、あるいはまる

で夢そのもののように思えることがあるのでしょうね。さておき、弁護士費用

の捻出なのか、弁護士の実践感覚なのか、労働審判の解決金額の相場維持なの

かわかりませんが、労働行政のあっせんと比較すれば、請求金額と解決金額は
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高いでしょう5。しかし高い解決金額には一方の根拠と他方の納得理解が必要で

す。事件解決に努力せず漫然と放置しながらバックペイ請求を試みるケースだ

と思えた際、詳しく事情を尋ねますし、努力が認められなければ請求は根拠を

少し失うことになるでしょう」。

　ただ、労働紛争の当事者が第三者を頼って急いで自主的に紛争解決行動をと

ることを当然とするコンセンサスは未だ乏しい。法律専門家へのアプローチが

まず充分とは言えない。法テラスに電話することと、労働行政に電話すること

の効果の違いを労働紛争の当事者はたいてい理解していないはずだ。労働行政

に相談し調整的な解決を模索し、それがダメなら本格的に法律紛争として権利

性を争うというケースは、支援者や助言者なき場合皆無ではないか。

　仮に労働行政に相談できたとして、その事実は本人が労働審判委員会で問わ

れれば開陳できる事実であろうが、相談したことを証明する手段がない。労働

行政の相談を経てあっせんに至ったとなればあっせん途中打切の文書は紛争当

事者双方に発行される。しかし打切を証明するためにあっせんを申請する紛争

当事者はいないし、そんなあっせんを労働行政の相談員はまず受理しない。仮

に受理したとして打切の際その通知書に打切理由が詳細に記載されることはな

い。裁判所が労働行政に調査嘱託（民事訴訟法第186条）をかけてまで当事者ら

の労働紛争の相談履歴や解決努力行動を調べることもないだろう。

　「労働審判のイメージは、だいたいご理解されているようですね。労働行政

との連携の手掛かりも見えてきたのではないでしょうか」「はい、まず労働行

政のあっせんは、労働行政の相談を含む一連の手続きそのものと考えます。そ

してあっせんと審判の両制度間の連携を構築するには、労働相談の時点から対

応するスタッフに最終地点となる労働審判や労働事件訴訟のイメージを共有し

てもらうことが不可欠です。書証や審尋の手続きを相談相手に噛んで含めて説

明しながら、あっせん申請受理なのかそれとも労働審判への誘導なのかを相談

員ら自身も判断する必要があるでしょう。紛争調整官もあっせん委員も労働審

判手続きをいっそう参考にすべきだと思います。例えば夢で出てきた冒頭のレ

5 この実証分析的研究として、高橋陽子「金銭的側面からみた労働審判制度」前掲
注 3 菅野＝仁田101頁、同「労働審判利用者調査の分析結果と制度的課題」日本
労働法学会誌第120号（2012年）34頁参照。
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ジメ自体、あっせんではさほど用いられておりませんが、導入が必要だと思い

ます6。それから書証を求め審尋を進める技法にしても、そのままあっせんで応

用できるものです。これまでは金銭の補償を求めるあっせん事案で申請人がそ

の根拠を欠いている場合がほとんどでした。かつ被申請人たる会社側の支払能

力とその態度は重要なファクターでした。行政には強制権がないのですから、

あっせんにお出まし頂く被申請人会社側には、丁重な態度で接している事実も

あるでしょう。ご機嫌を伺い、調整を旨として『ざっくり幾らで決着しましょ

うか？』からあっせんが始まりかねないのもそのせいでしょう。時系列で事実

経過を押さえて、権利義務関係の確定や法違反の指摘を試みるという発想が乏

しかったのでしょう。今後は補償金の算定根拠を求め、かつ過去の未払分と将

来の給付分とを分けて金銭解決の価額を検討するべきで、その次に支払能力は

まずおいて法律論による会社の対応の当否判断が重要だと感じました。打ち切

りでもあっせん解決成就でも法律とルールのお説教を当事者のお土産にするべ

きでしょう。それから、あっせんと審判の併立ではなくあっせん前置と考えた

場合、後置される裁判所へあっせん不調打切の情報を的確にお伝えするのがよ

さそうです。これは打切通知文書の内容を改善する技術的修正になるでしょう。

労働審判規則第 9 条第 1 項第 3 号を根拠にした連携の模索です7」。

　

　労働審判には24条事件なるものがあり、審判手続が紛争の迅速かつ適正な解

決のために適当でない場合は、労働審判委員会は事件を終了させる（労働審判

法第24条第 1 項）。いわゆるパワハラやセクハラの存在不存在が関わる紛争事件

は、近年24条終了にするケースが多いというのが判事氏の理解。当事者本人の

出席による事実確認に支障が生じやすく、少ない期日で的確に事実関係の解明

を目指し難いという。かつ非違行為があったから金銭換算で解決だという解決

6 審判官が作成し労働審判委員会として共有する事件事実時系列記載のレジメとは
別に、時系列表が審判員の手元メモにとどまる場合もあるそうだが、こうした時
系列表作成を紛争調整委員会レベルでもすでに活用しているという指摘として、
前掲注 3 「労働審判制度に関する協議会第 7 回」10頁岩出誠発言参照。

7 同号によれば「当事者間においてされた交渉（あっせんその他の手続きにおいて
されたものを含む。）その他申し立てに至る経緯の概要」は労働審判手続きに記
載すべき事項になる。労使間での文書送付や連絡による交渉のみを対象にしてい
るのではなかろう。



－ 24 －

筋にはならない。ハラスメント被害者の権利の保障や地位の確認というものに

もすぐになじまない。そもそも互譲や譲歩を理解しがたいハラスメント当事者

は、調停はおろか審判に至ったとしても異議申し立ての蓋然性が高い8。

　「きっちり事実認定を経て、その上で救済を講じるべき紛争事案は、本案訴

訟での審理が不可欠です。場合により証人等の申請が必要になるでしょう。審

判直前や審判中途の評議よりも職業裁判官の綿密な審理方針に基づく調査と判

断が求められることもあるでしょう。最初から訴訟提起をお願いするのがいい

事例です」「しかし労働行政の相談のほうにハラスメントマターが増えている

のは困ったことです9。相談やあっせんのシーンで『24条事件だからここでいま

解決したほうがいいわよ』と相談者に伝えていない筈です。企業実務のプロだっ

て『嫌がらせだ精神的苦痛だ』という労働者には調整でまあまあといさめるよ

り『出るとこ出て示しを付けとかないと』という発想で裁判所にて相対しよう

と考えるでしょう」。「得意不得意領域を共通理解した上で、労働行政と裁判所

で〈棲み分け〉を積極的に考えるのが良いですね」。

　職場におけるセクシャルハラスメントの紛争調整は同じ労働行政の別担当が

所管し、その調整技法に特殊性がまたあるのかもしれないが10、判事氏の宿題

を引き受けて労働行政の相談およびあっせん制度のメリットをなお構築する必

要がある。

8 終局の全体からすれば24条終了は全体の 3 ％程で、労働審判制度対応が急務な事
象ではない。前掲注 3 「労働審判制度に関する協議会第 7 回」別紙23頁以下、同
深見17頁等参照。

9 厚生労働省大臣官房地方課「平成23年度個別労働紛争解決制度施行状況」によれ
ば、職場のパワーハラスメントを含む「職場のいじめ嫌がらせが」、個別労働紛
争事相談数、指導助言申出数、そしてあっせん申請数のいずれにおいても「解雇」
についで多く、かつ毎年案件が増加している。

10 男女雇用機会均等法第16条、育児介護休業法第52条の 3 、パート労働法第20条に
基づき、都道府県労働局の均等室が庶務をとって紛争調整委員会からなお厳選さ
れた委員が調停委員となり、調停会議による調停、調停案の作成、受諾勧告等を
実施することになる。
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３．どのような連携が理想か？

（１）共通の関心事

　裁判所は労働行政によるあっせん打ち切りの事情に少し関心がある（ことに

しておく）。あっせんに発露した当事者の紛争解決意欲の程度は、のちの労働審

判であれ通常の民事訴訟であれそれら進行にも帰結にも影響を与える。あっせ

んの結果にももちろん関心がある。これは後述の通り時効の中断という連携問

題となる。

　だからあっせんをはじめようとする段階で片方当事者が「調整的な解決に向

けた話し合いは考えておりません」という態度によってあっせんがそもそも不

開催不成立だったとわかれば、司法の場で判定的な解決を得るための対立双方

の意欲が発揮され、主張立証に力が入るのではと想像し、それらに応じて裁判

所が段取りを作るのは当然であろう。

　手続の不慣れはともかく解雇の日からなんだかずいぶん遅れて労働行政に相

談が始まり、あっせんは開催されたが会社の不満ばかりをぶつけ、見込んだ額

の解決金が得られないからあっせんを打ち切った元労働者が、代理人をつけて

労働審判に臨んだとしても、労働審判廷の評議は元労働者に厳しい見解に傾く。

元使用者による元労働者の解雇に合理的理由が見いだせなかったとしても、元

労働者が労働行政による迅速解決がウリのあっせんを利用せぬまま時期にだい

ぶ遅れて労働審判を申し立てたとしたら（これは労働行政を使ってないから打ち切

りではないけど）、金銭解決の内容となるバックペイ算定にイロをつけない方向

に進む。一人で悩んで時間が経過したならさておき、パチンコ屋で気ままなし

ばらく生活をしてから、さて解雇について取り上げて欲しいと要求しても、解

雇日以降の基本給の支払いについて慎重に考えたいというのが裁判所の態度

だ。「元労働者はいろいろ言ってますが付き合う必要がなかったので労働行政

のあっせんは無視しました」といって労働行政の助言や指導にも応じず、さら

にあっせん打ち切りの原因を作っている会社側がいざ主張も立証も振るわない

場合、審判廷であれ法廷であれ良からぬ心証が形成されるのは間違いない。

　ところが裁判所は、裁判所で明らかになる事実以外の事情を知ることは難し
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く、その関心を自身でどうすることもできない。裁判所に来た以上、ほかのと

ころの事情は必要ないと言えばそれまでである。調停なり審判なり判決なり和

解の提案なりに必要な範囲で、もし知りたくなったら職権の範囲で調査するの

がまあ建前である。そうであるから裁判所を利用する当事者のほうも、わざわ

ざムダになった過去の紛争解決過程の事情、あるいは紛争解決不調の事情等を

裁判所側にお伝えするようなマネはしない。

　裁判所のなかには、労働審判の申し立て前に、互譲による解決見込みを含め

た事前交渉の模様を申立書に記載するよう求めるところがある11。労働審判規

則に基づく裁判所のポリシーなのであろうが、多くの労働審判では当事者努力

の要請にとどまっていると思われる。

　労働行政もあっせん打ち切り後につづく労働紛争の帰趨に関心がないわけで

はない。「会社には会社の言い分がある。相手が出るところに出るなら弁護士

の先生と相談する」といってあっせんを途中で打ち切って帰ろうとした使用者

が、実際のところ労働者を気分にまかせて解雇し、これが就業規則に基づかな

い解雇であるばかりか、就業規則もどこから引っ張り出してきたのか改訂なし

の何十年前のものだ…と言う場合、あっせん打ち切りを宣告して形式的に他の

紛争解決機関をこの使用者に紹介するよりも、「そのような事情では出るとこ

に出られたところで負け試合ではないでしょうか。この場で解決するほうがお

トクかと存じますが…」と司法解決情報を含めて説示したくなる。ところが労

働審判の実情を労働行政のあっせん関係者は基本知らないからこの説示は説得

力に欠ける。いや、労働審判の実態をよく理解していれば、途中で帰さずあっ

せん解決可能なのにというべきか。

　あとで労働審判にて紛争解決が成就したならば、なぜ労働行政のあっせんで

解決出来ないのか労働行政としては気になるところ。同じように根拠の文書を

求め、短時間で対面口頭で事実審理をいちおう試み、法律に沿った妥当な判断

をしようとした筈なのに、なぜあっせん解決は成就しなかったのか。司法の権

威なのか、審判廷構成員のチームワークなのか、それとも司法による最終的な

11 前掲注 3 中垣内32頁
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強制力であり実効担保力なのか。やっぱり労働行政とあっせん委員会委員の力

不足なのか。残念だが的確に原因を探るすべはいまのところない。裁判所に「あ

の事件をそちらで処理したと思うのですが、どうでした」と尋ねることはでき

ないからだ。

　労働行政のするあっせん解決制度と、裁判所の労働紛争解決とりわけ労働審

判と、双方の問題意識は他方のそれの延長線上にある。簡単に言えばそれぞれ

問題関心には共通するものがある。では独立独行の労働行政と司法は、その組

織独立性の趣旨を損なわずして、どのように問題意識を具体的に共有し、かつ

協調的に問題解決に取り組むべきか。

　以下、あっせんの出口と裁判所の入口との〈連続性〉の確保が、連携の当座

の糸口だと理解し、具体策と試行策を構想してみよう。

　司法の関心はその権限で具体化可能かもしれない。調査嘱託（民事訴訟法第

186条）を実行し労働行政のあっせん過程における当事者らの対応と経過に関

する文書情報等を含め労働行政に説明を求める。労働行政の表層的記載にとど

まるあっせん打切通告書では判明しない事情を探る。元使用者の解雇理由の通

告態様や、元労働者の解雇日以降の行動状況等を裁判所が知ることで、裁判所

における労働紛争解決の結論判定にも調整にも寄与する。

　司法解決に先立つ紛争当事者の解決努力そのものを問うべきことへの疑問は

あるだろうし、他組織における当事者行動の調査が当事者に求めるべき弁論主

義に反するとの懸念もあるだろう。労働行政が調査嘱託に応じるか否か、応じ

たとしてどの程度の内容が保障されるかの問題もあるだろう（地方労働行政のう

ち都道府県労働局は裁判所の嘱託調査に対して本省に評議せよと指示している）
12。そう

なると調査嘱託の実現性はしぼむ。

　当事者の権限で紛争解決努力を主張し、かつ相手側の非違行為と紛争解決無

気力を立証すべく、あっせん過程で判明出現した文書（内容不備の解雇通告書と

か元労働者の始末書のたぐいだ）でかつ労働行政が取得した文書について、当事

12 厚生労働省大臣官房地方課労働紛争処理業務室「個別労働紛争解決制度業務取扱
マニュアル」（2010年 4 月）44頁
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者が申し立てする文書の送付嘱託（同法第226条）も考えられようが、やはり上

記の帰結と同様になる。たとえば労働局のあっせん過程で出現する文書は、総

合労働相談員や担当あっせん委員の依頼により好意で（あるいは当事者の行為正

当性の主張のために自発的に）持参した趣旨の文書であり、労働行政が取得保有

した文書とまでは言いきれない弱点がある。個別労働関係紛争の解決の促進に

関する法律は、あっせんの終了時に状況を文書で報告するよう都道府県労働局

長に義務付け（個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律第18条、同施行規則15条）、

これがあっせん経過を表す公文書になるが、両当事者が見れる内容ではなく記

載事項さえ想像できない文書であるから、やはり当事者が送付嘱託の申し立て

するのは不可能に近い。

　ならば労働行政による〈出口切符〉と裁判所への〈入口切符〉を兼ねる性質

の文書を、労働行政が作成するサービスはどうか。すなわち当事者らのあっせ

ん過程の経緯を含めた情報を裁判所にも提供しそこで活用可能となるような文

書を作成できるだろうか。裁判所と労働行政がもつ共通の関心事から、連携具

体策を考えてみたい。

（２）労働行政からの連携〈切符〉案

　労働行政がするあっせんの打ち切りを 2 つのパターンに分けて、その作成可

能性を考えてみる。片方当事者があっせんに全く応じないので打ち切りという

パターンと、あっせんの途中で両当事者の見解の相違が著しく合意形成に至る

可能性が乏しいので打ち切りというパターンとである13。

　労働局の場合、前者でも後者でも同じ「あっせん打切り通知書」が両当事者

13 あっせん申請を受理しても事案の性質上あっせんでの解決にふさわしくない案件
については、労働局長の職権であっせんを開催しないことができる（個別労働関
係紛争の解決の促進に関する法律施行規則第 5 条第 2 項）。裁判係争中であると
か、個々の労働者に係る事項のみならずこれを超えて事業所全体に渡る制度の創
設や賃金額の増加等を求める利益紛争であるとかのケースが該当する。前掲28頁。
この場合は「あっせん不開始通知書」を送付する（同 3 項）のだが、本稿で以降
述べる打ち切り理由の補充はこの不開始通知書の理由欄にも検討すべきであろう
と思う。
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に後日送付される。これが先述の〈切符〉になるか考えよう。

　現在その切符の内容はあっせん申請人（ほとんどが元労働者である）によるあっ

せんを求める事項（つまり請求内容とその根拠とおぼしき職場の紛争内容）に加え、

「打切り理由」が文書最下部に形式的に記載される。「貴殿と●●●●（＝相手

当事者名）との間において、意見の隔たりが大きく、これ以上あっせんを継続

しても紛争の解決が見込めないことから、個別労働関係紛争の解決の促進に関

する法律施行規則第12条第 1 項第 5 号に該当することによる」（傍線は筆者によ

る）という理由づけとなる。

　これは形式的に決まっている（この文書をもらうほうも災難である。施行規則12

条 1 項 5 号とは『前各号に掲げるもののほか、あっせんによっては紛争の解決の見込み

がないと認めるとき』という包括的規定であるが、それをわざわざ参照して確認する当

事者は皆無だろう）。

個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律施行規則

第12条（あっせんの打ち切り）

あっせん委員は、次の各号のいずれかに該当するときは、法第15条 の規定に基づき、あっ

せんを打ち切ることができる。 
一 　第 6 条第 2 項の通知を受けた被申請人が、あっせんの手続に参加する意思がない旨

を表明したとき。 
二 　第 9 条第 1 項の規定に基づき提示されたあっせん案について、紛争当事者の一方又

は双方が受諾しないとき。 
三 　紛争当事者の一方又は双方があっせんの打切りを申し出たとき。 
四 　法第14条 の規定による意見聴取その他あっせんの手続の進行に関して紛争当事者

間で意見が一致しないため、あっせんの手続の進行に支障があると認めるとき。 
五 　前各号に掲げるもののほか、あっせんによっては紛争の解決の見込みがないと認め

るとき。 
 2  　あっせん委員は、前項の規定によりあっせんを打ち切ったときは、様式第五号

（第 7 条第 1 項の規定によりあっせんの手続の一部を特定のあっせん委員に行わせる場

合にあっては、様式第五号の二）により、紛争当事者の双方に対し、遅滞なく、その旨

を通知するものとする。

　ここだけの話、あっせんを打ち切るのはあっせん委員自身の判断なのであり、

双方主張が異なるからという理由であっせん打ち切りを紛争当事者の側から言

い出すことはまずあり得ない。両当事者の思惑を鑑みながら、かつ法律違反状

態を解消し将来的是正を期待できる紛争解決案を提示するのはあっせん委員の

おつむとさじ加減なのであって、あっせん案の内容が不服だとしてあっせん打
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ち切りを申し出る紛争当事者がいたとしたら、よほど下手くそということにな

る14。さらに言えば、片方当事者が強制力のあっせんを軽んじてそもそも参加

してこない事態に関して、あっせんを所管する労働行政の力不足を誰かにあと

で問われかねない。

　こうした事情だから第12条第 1 項前各号の抵触をあえてあらわにせず、労働

行政が担当する限りではあっせんの成功見込みが乏しいゆえに 5 号該当事案だ

として打切り理由を記載するのが現在の状況だということになる。

　〈切符〉の改善策は、前者のパターンすなわちあっせんにそもそも出てこな

い片方当事者を、施行規則第12条第 1 項第 1 号該当として通知書に端的に記載

することである。

　労働行政が電話連絡を重ねても不参加だとしか言わない場合は、「貴殿と●

●●●（＝相手当事者名）との間における個別労働関係紛争について、●●●●

にあっせん手続き開始を通知するもこれに応じず、これ以上あっせんを継続し

ても紛争の解決が見込めないことから、個別労働関係紛争の解決の促進に関す

る法律施行規則第12条第 1 項第 1 号に該当することによる」（傍線は筆者による）

とすればよい。

　同じ出てこない片方当事者でも、一方の言いがかりによるあっせん申請には

付き合いたくないという者もいるだろう。この場合はあっせん申請の開始通知

に対して片方当事者に求められる弁論書（＝片方当事者による事実への抗弁を記載

した文書）の提出事実を前提に、その記載内容を打ち切り理由に追加すればよい。

　「貴殿と●●●●（＝相手当事者名）との間における個別労働関係紛争につい

て、貴殿の求めるあっせん事項の記載事実と、●●●●の弁論書の記載事実に

相違があり、また両方の意見の隔たりも大きいことから、●●●●はあっせん

手続きに応じず、これ以上あっせんを継続しても紛争の解決が見込めないこ

とから、個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律施行規則第12条第 1 項

第 1 号に該当することによる」（同）となる。

　そもそもの法の趣旨として、当該個別労働関係紛争の当事者は、早期に、か

14 あっせん技術水準の問題指摘と課題解決策については、前掲注 2 野田95頁以下参
照。
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つ、誠意を持って、自主的な解決を図る努力義務を負っている（法第 2 条）。誠

意と自主性の存在は、ここではまず弁論書の提出事実と記載内容で明証される

と理解する。

　このことを含めて打切り通知書に打切り理由を書いていけない理由はない。

あっせん不成立であれ、双方の主張の要点の把握（法第12条第 2 項）にも資する。

　前者のパターンで改善策が構築できるなら、後者のパターンでももちろんで

きるはずである。あっせんに出場するも途中退場したことを、解決意欲の発露

とするのか喪失と評価するのかはさておくとして、弊社の言い分を主張しに来

ただけだという相手当事者たる会社側の途中退場は 3 号該当記載とする。「貴

殿と●●●●（＝相手当事者名）との間における個別労働関係紛争について、貴

殿の求めるあっせん事項の記載事実と、●●●●の弁論書の記載事実に相違が

あり、また両方の意見の隔たりも最後まで大きく、●●●●はあっせんによる

解決を希望せず、これ以上あっせんを継続しても紛争の解決が見込めないこ

とから、個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律施行規則第12条第 1 項

第 3 号に該当することによる」（同）という具合である。

　あっせんの現実的機能は、個別労働関係紛争の金銭解決にある。そして金銭

解決が成就しないのは、解決金額で折り合いがつかないか当事者の感情処理や

体面維持が追いつかないかのどちらかである。感情処理をこらして解決金額案

を提示するのはあっせん委員の力量であり、金額に合意が得られないのはあっ

せん案をもとにした説得の失敗であり、あっせん案の不備でもある（しつこい）。

この場合は 2 号該当として「貴殿と●●●●（＝相手当事者名）との間における

個別労働関係紛争について、貴殿の求めるあっせん事項の記載事実と、●●

●●の弁論書の記載事実に相違があり、またあっせん手続きによる両方の意見

の隔たりも最後まで大きく、貴殿の請求額、委員会の提示するあっせん案の解

決金額、そして●●●●の想定する解決金額について理解と合意が得られな

かったことから、個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律施行規則第12条

第 1 項第 2 号に該当することによる」（同）と記載することになろう。
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（３）紛争処理行政のエンドサービス提供

　要はあっせん打ち切り通知書の打ち切り理由を、法と施行規則を根拠に正確

に記載するのが〈切符〉の技術的改善策となる。

　あっせん打ち切り後に辿りついた裁判所にて、解雇された元労働者が「紛争

を迅速に解決しようと自主努力の一つとして労働行政にあっせんをお願いした

のですが、相手側の事情で打ち切りになりました。その証拠はこれです」とい

う書証のひとつになる。もちろん裁判所での予断に用いられるものであっては

ならないから、あっせん経過を端的に記載し、打ち切り理由となる事実と該当

規則も記載し、もって当事者間の紛争解決の努力を明らかにできるようにする

のが「新打切り通知書」の趣旨であり目的となる。これは一部の裁判所が要請

する労働審判申立人の申立書中の当事者交渉経緯の記載や事実証明にも利する

であろう。たったこれだけの記載をすることにも、前例を改めることになる労

働行政の書類作成担当者には重荷となるかもしれない。だが打切り通知書の差

出主体は労働局の場合、（地方）紛争調整委員会あっせん委員 3 名である。前

例と異なる仕事ぶりにケチがついて行政官が傷つく必要はない。あっせん委員

がその判断に基づき打ち切り理由と該当規則条項を記載し通知文書を作成し

発送したといえばそれまでである。労働局の打切り理由書をよくながめると、

「あっせんを求める事項」として申請人主張事実が詳細に記載されるが、片方

当事者たる被申請人の主張事実があったとしても、その内容は記載されること

はない。申請人が言う分には「債権者よ開示せよ」を具現化したことなのだろ

うし、被申請人には「言いがかりには応じる必要なし」「行政たるもの両当事

者間の紛争情報を保護する」という機能になっているのだろうと推測できる。

だが打切り事情情報としては、偏頗で公平を欠く。雇用関係紛争は一人で起こ

すものではなく、相手あっての紛争である。

　

　さらなる〈切符〉の改善は、打切り通知書様式の変更という大改革である（こ

れは上記の情報捕捉の記述というちんまり改革とは異なる。地方のこじんまりとした行

政司法連携という枠組を超える可能性が高い）。「あっせんを求める事項」の次項に

「被申請人の対応」を新設し、あっせんを無視したのか、弁論書を提出して被
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申請人なりの事実提示と主張をしたのか、含めてそれぞれ経過を記載する。先

述の規則第12条第 1 項各項の該当性について、事実根拠を追加できることにな

る。

　様式として指定されている項目に追加して事情を記載するのはやはり労働行

政官の重荷であろう。これはあっせん申請に至るも打切りされた申請人当事者

の苦情を届け、改善を促された（地方）紛争調整委員会がまず社会実験に乗り

出したという体裁でスタートするしかない*。

 * 気になったので隣の労働行政、県労働委員会の個別労働関係紛争のあっせんの打切り

通知書を調べてみた。その実務要項には国の施行規則と同様の打切りの類型を規定して

いる。だが打切りを通告する文書には類型該当を明記しないという。なお同県ではひと

たびあっせんに参加すれば、途中で帰るケースはないという。そもそも不参加というケー

スがごくわずかしかない。労働委員会の個別紛争あっせんは事実調査を目的に事業所訪

問し、対面での制度趣旨説明とあっせん参加の説得がある。労働局の通知文書による「弁

論書提出要請」とは異なるのである。強制力がないから片方当事者が不参加だとしても、

事務局の説得力不足で名折れになるという認識はない（労働局にだって現場レベルではない

と思うけど）。　

　この場合は様式に従い打切り理由として「相手方が不参加の意思を表明した」とまん

ま記載する。率直な記載であり、見習うべきだ。本来は地方公共団体のするあっせん等に、

国が支援し必要な措置を講じると法第20条がまさに規定している。労働局の打切り通知

文書が地方公共団体のするそれのお手本になるべきなのだが。

　労働行政になお残る懸念は、施行規則第14条が規定するあっせん手続きの非

公開の射程である。「あっせんを求める事項」を記載した現在の打切り通知書

様式でさえ、手続きの非公開規定ぎりぎりだろうに、新しく「被申請人の対応」

まで記載した通知書は、同第14条規定に反するのではという心配である。だが

ここは14条を限定解釈し、12条抵触の根拠明記を優先する。当事者による文書

による事実記載と主張は、「あっせん手続」そのものには該当しないと考える。

こうして〈切符〉を改善する。あっせん不調以降の紛争解決について、他の紛

争処理機関に情報を提供し、紛争解決について連携的な取り組みを進める。労

働行政の紛争解決制度目的に照らして、エンドサービスまでを行政が提供する。

　あっせん打切り通知書にはもとよりあっせん申請日が記載され、打切り通知

書作成日も記載されている（様式で規定されている）。法第16条は、あっせん申

請人がこの打切り通知書ののち30日以内にあっせんの目的となった請求につい

て訴えを提起した場合は、時効の中断に関して、あっせん申請時に訴えの提起
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があったものとみなすとしている。

　様式が申請人主張のあっせんを求める事項のみ記載する目的はこの16条規定

なのであろうが、あっせんが打ち切られた事実と、あっせんの目的の請求をふ

まえて時効中断を裁判所が判断するためにも、片方当事者の対応記載を含めた

〈切符〉の改善は必須なのではないか。

　あっせん参加を嫌がる片方当事者にはもちろん文句があろう。

「あっせん開始の通知書には『あっせんの手続きは、参加が強制されるもので

はなく、不参加の意思が表明された場合にも、不利益がなされるものではあり

ません』と書いてあるのに、どうやら今後は打切り通知書に不参加の事実が記

載され、それが原因で別の不利益が発生しそうだ、どうしてくれる！」と。

　これは開始通知書の不利益不発生の記載が悪い15。改めたほうがよさそうだ。

（４）労働行政のあっせん手続内部共有　－分担からチームワークへ－

　「労働行政のあっせんは、労働行政の相談を含む一連の手続きそのものと考

えます。そしてあっせんと審判の両制度間の連携を構築するには、労働相談の

時点から対応するスタッフに最終地点となる労働審判や労働事件訴訟のイメー

ジを共有してもらうことが不可欠です。書証や審尋の手続きを相談相手に噛ん

で含めて説明しながら、あっせん申請受理なのかそれとも労働審判への誘導な

のかを相談員ら自身も判断する必要があるでしょう。紛争調整官もあっせん委

員も労働審判手続きをいっそう参考にすべきだと思います。例えば夢で出てき

た冒頭のレジメ自体、あっせんでは用いられておりませんが、導入が必要だと

思います」。

　連携構築のための〈切符〉のほかに上記の課題認識を吐露した手前、これら

についてもそれぞれ具体策を考えてみたい。裁判所も連携相手の手の内を知り

たい筈だ。

15 後掲注16参照。
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参考 1 ：労働行政のうち都道府県労働局が使用する現在の様式　下記様式の「 5 ．あっ
せんを求める事項」と「 7 ．打切りの理由」についてが本稿の指摘および提案部分であ
る（簡単に実現可能な内容だ）。
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参考 2 ：隣接労働行政のあっせん打切り通知書の様式　本稿の問題提起と改善策は隣接
労働行政の通知書にも適用可能だ。その必要性がないという羨ましい事情自体から学ぶ
べきところは別にある。
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　まず総合労働相談員や労働紛争調整官の積極的参画、そして同時に参画者ら

のチームワークによるあっせんが今後必要である。最終的な労働紛争の解決イ

メージ共有なくして、誰がどう具体的に相談の場で相談者に相対できるのかと

いう問題である。

　これまでのあっせん過程では良き分担が重んじられ、かつ良き〈交通整理〉

に力点が置かれていた。相談員は相談者の比較的長い吐露を我慢して傾聴し、

その内容から法律問題を取り出し、さらに問題が労働基準法違反なのかそれと

も民事マターの紛争なのかを独自に判断する。解雇、退職金不支給、職場いじ

め、労働条件低下といったトラブルが後者の相当数を占めるが、相談員の分担

職務は、総合労働相談員規程 3 条に基づき（こういう規程そのものが良き分担を定

めているのだ）個別労働関係紛争の解決等に関する提供、相談、援助、助言を

行うことに限られる。「解雇権濫用法理はこう解釈運用されている」「就業規則

の退職金根拠に応じて支払可能性が増減する」「あっせん申請書様式の記入の

仕方はこうだ」という程度のことは助言であり情報提供であり援助であるが、

「労働審判をしたら解雇トラブルはこう処理される」「賃金不支給のケースで行

政のあっせんの弱点はこれだ」「職場いじめは会社側がそう簡単に事実を認め

ないだろう」という予測やお節介は援助や助言ではない。相談員が「絵を描く」

ことは許されていないし、保守的な労働行政経験を引きずる担当職員のなかに

は「民事に深入りするな」という思考を維持する者がある。各局総務部企画室

付けではなく労働基準監督各署付けの総合労働相談員は、そもそも局内のあっ

せんがどう進行するかについて具体的には知らない筈である。総合労働相談員

は電話番役であり、かつ監督官や調整官の足軽役であり、越権はご法度である。

しかしそれでは先の見えない仕事の手前を分担するのみで、灯台もと暗しであ

る。個別労働紛争を労働行政で解決しようというモチベーションの上がりよう

がない。

　労働基準監督官からいっとき身代わっている労働紛争調整官は、総合労働相

談員と紛争調整委員会との橋渡役が分担されている。総合労働相談員が相談後

に作成した事情聴取票に目を通し、それに相談者からのあっせん申請書が添付

されていれば、紛争あっせん開始通知書とあっせん委員の指名通知文書を紛争
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調整委員会会長の名で作成する。さらに労働紛争調整官は、あっせん概要記録

票の作成に着手する（まだあっせんが始まってないのにだ）。 

　事情聴取票の相談および申し立て事実等を咀嚼して、同票あっせんの概要欄

に申請人の主な申し立て事項、被申請人の主な申し立て事項を記載し、そして

「あっせん委員から被申請人に＿＿万円の打診をしたところ、被申請人がこれ

を受け容れ、合意が成立した。合意文書を読み上げ、双方了解した」まで記載

してしまう（調整官は金銭解決こそがあっせんの本質と心得ている）。

　被申請人はかならずあっせんに付き合う必要はないことは本稿上記（３）で

述べた。労働紛争調整官は上記の様式書類等の作成と並行して、被申請人に弁

論書様式を送付し、前後して被申請人にあっせん参加有無の打診をする（弁論

書様式自体にも「参加しません」「解決に向けた話し合いは考えておりません（一切の

請求に応じません）」というチェックボックスがある）。事情に疎い被申請人のあっ

せんの仕組みについての疑問には「紛争は当事者間で早く解決して頂くに越し

たことはないですが、あっせん参加は義務ではありません」と正直に答えるの

が行政パーソンの努めである。「じゃあ参加しません」と意思表示されたとき「そ

こをなんとか、ご参加して被申請人のご見解を披露して頂くこと自体が紛争解

決の手掛かりになりますから翻意を」と応じてみるのは労働紛争調整官の越権

と認知されている16。

　被申請人が参加態度を表明したとして、次に労働紛争調整官が目指す作業は、

申請人の申し立て案件の争点を理解し、参考になる裁判例等のダイジェスト等

を探すことである（裁判例掲載誌の判決文をコピーしたりはしない）。例えば事業不

振を理由にする解雇の不当性を申請人が主張する案件では、整理解雇の裁判例

情報（東洋酸素事件高裁判決だ）のコピーを資料として上記各書類に添付し、あっ

せん委員に「事件を委ねる」のである。

　だが、こうした労働紛争調整官の作業分担、少々さびしく感じる。上記の案

16 個別労働紛争解決促進法案の国会提出前に、時の政権与党の経済産業部会･中小
企業調査会合同会によって、労働者のあっせん申請に対して使用者が参加を強制
されないよう、そして行政当局が参加を強制しないよう、施行規則にその旨記載
するよう申し入れた経緯を指摘し、しかし労働行政のあっせん不参加の慫慂や行
政の過度な抑制を見直すべきではないかという提言をするものとして、労働政策
研究･研修機構編『日本の雇用終了』（労働政策研究･研修機構、2012年）355頁。
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件にて「不参加も構いませんが、まずは労働条件通知書、労働契約書、就業規

則の解雇に関する部分の規定、弁論書の返送とともにご用意頂けませんか」と

労働紛争調整官が被申請人企業に依頼し、あっせん解決に関する関係資料を確

保してみることは、不参加打切りであれ翻意参加であれ有効な技法である。指

名を受けたあっせん委員が事件概要を見てから「じゃあ申請人元労働者に賃金

明細、解雇通知書、できれば労働契約書を。被申請人企業には、弁論書様式に

解雇の社内規定の根拠があればそれを、なければ規定根拠を明らかにさせてな

お規定のコピーを提出させて下さい」というのでは、労働行政が売りにしてい

る迅速な解決手続きがその時点で滞っていることになる17。ここにも抑制と「民

事不介入」が効いている。

　「小職は紛争調整委員会の会長代理のようです。その立場を悪用して、小職

が指名されたあっせん事件については、企画室チームワークで極力事件処理を

進めたく思います。狭い分担職域は一掃しましょう。ところで相談員元木さん、

来週の金曜の午後は例の相談があっせんになる日です。ご出勤されますか？」

「はい、出勤日です」「それならその日の午後は電話番を少々外れてあっせん会

場に入って下さい。事務局の一員として加わって頂きます。困難事案担当の責

務の 1 つです。ご自身が相談対応された事件がどう進むのかを知るいい機会で

す。今後の電話相談のとき、あっせんがどう進むのかをイメージして相談者に

情報提供してもらう意図もあります。つまりフィードバックです。それから、

当事者のあっせんを求める事項に応じた関係資料として必須のものを相談員ご

自身のご判断で当事者に持参するよう連絡お願いします。これについては調整

官もサポートお願いします。解雇が争われているのに、解雇理由の通知に関す

る書面も、解雇の根拠が記載される就業規則もないというのは、これからはや

めにしましょう。局の個別紛争処理は事実関係の認定をしないという方針です

17 あっせんと紛争解決を行うのはあくまで紛争調整委員会であり、労働紛争調整官
が独自の判断であっせん解決に寄与する書証の類を用意できない事情も分からな
いではない。個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律施行規則第 7 条第 2 項
には「あっせん委員は、必要があると認めるときは、当該事件の事実の調査を都
道府県労働局総務部の職員に行わせることができる」と規定されている。あっせ
んにそもそも事実関係の丁寧な把握さえ不要な場合があるとの規定ぶりである。
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が、当事者間に争いのない事実を中心に、当事者の主張をうまく添えて、事件

時系列表を作成しましょうか。もちろん両当事者に見せます。先ほどの書面等

による事実も時系列表に必須になりますね。相談員と調整官が小職の判断をい

ちいち仰がずいわゆる書証を各当事者に求める根拠は、施行規則 7 条 2 項、相

談員規程第 3 条（ 3 ）以下、相談員執務準則 2 （ 4 ）および（ 5 ）、 4 、 5 です。

準則には担当あっせん委員と企画室長と充分打ち合わせをするようにとの規定

で、なぜか労働紛争調整官が省かれておりますが、まあいいでしょう。室長も

急用の案件がなければ、事務局としてあっせん会場にお入り下さい。並んで座っ

ているだけで『このあっせんに行政はずいぶん人数かけて向き合ってるな』と

紛争当事者にアピールできますから」。

　総合労働相談員は非常勤の国家公務員扱いで、出勤日の出勤時間中は電話番

か電話相談か相談内容の事情聴取票の作成かの職務に専念集中する必要がある

から、相談員元木氏をあっせん会場に入れるのは労働局全体の理解と協力なし

には不可能である。ただ総合労働相談員規程 3 条には、個別労働関係紛争の解

決の促進に関する業務への協力を行うことという定めがあるから、あっせんに

参加してもらう根拠は充分備わっている。あっせん委員 3 名体制がムリなら、

事務局 3 人体制で体面上の人数アピールだけではなく、文殊の知恵を実際に出

してみるのである。事務局とはあっせん終了後にフィードバックを想定した反

省会を実施し、あっせん進行の全体的技法を磨くチーム内意見交換を深めるこ

とになる18。

　「申請人と被申請人の入れ替えをする際は、ちょっとクッションの時間をと

りましょう。事務局と相談時やあっせん申請関係書類作成時のやりとりを思い

出してもらい、本日のあっせんの場の解決意欲と対比してどんな感じか、ある

いは事務局に備わる類似前例に照らしてどんな解決案の水準が妥当か、みなさ

んからショートコメントを頂戴します。裁判所の労働審判の評議のイメージで

18 あっせん委員になんらあっせん技術の獲得研修等の機会が存在しないことについ
て、前掲注 2 野田119頁以下。局によっては紛争調整委員会という組織は存在し
ても会議も合議も組織構成員同士の面識もない場合がある。
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す。ああそうだ、評議についてまず理解してもらう必要がありますね。しかし

評議は秘密というのが法定されておりますので、ちょっとこの間見た夢の模様

をお話します」。

　こうした実践例は労働行政のあっせん技法を高め、共同による相補により

あっせん案や紛争解決水準の公正さ適切さを担保する。同時にあっせん制度を

想定した当事者間紛争の解決手掛かりを総合労働相談員が提供可能となる。相

談員はワンストップサービスの担い手であり、ファーストアプローチ先の責任

者である。その相談員を活用したチームワーク的あっせん進行を目指すべきだ。

総務部企画室に電話番が一人もいない時間帯が発生するが、最寄りの監督署の

相談員や監督課の職員の誰かが採れるように自動転送を設定しておこう。各地

の監督署で受けた相談とあっせん案件については、…少なくとも年 1 回は相談

員のあっせん参加機会を保障し、交通費と日当分予算を計上しておこう。すべ

ての相談員がすべてのあっせん委員と内部連携し、労働紛争調整官を加えて

チームワークを発揮するのが理想だ。

（５）労働局における労働審判理解の構築へ

　上記の内部共有実践例でもなお不足するのは、総合労働相談員と労働紛争調

整官、さらには労働行政内部全体の労働審判に関する理解である。自局のあっ

せんイメージのみで労働相談に応じる総合労働相談員や労働紛争調整官が相談

者に「あっせんに応じないで労働審判に呼び出されたらこのケースではどうな

の？」と問われ「それはうちで扱えないのでわかりません」と答えると「なに

がワンストップサービスなの」「なんなの、どっかで専門家がやってる法律無

料相談のほうがマシよ」となってしまうに違いなく、つまり労働行政の信用と

顧客満足度を低下させる。上記（４）で述べたように、弁護士であるあっせん

委員がチームワークの一環として機能役割を引き受けるなら、総合労働相談員

にも労働紛争調整官にも弁護士経験としての労働審判情報がそのあっせん委員

からもたらされる可能性がある。だが現状はそうなっていないし、弁護士は過

去事件の余計なことをあっせんチームごときに話さない職業倫理の実践が求め

られている。
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　「労働審判手続きの全体構造を知ることは労働行政にとって目指す連携の具

体化であり成果です。しかしこちらには具体的方法がありません。何度も繰り

返しますが、座学と伝聞よりは体感と実践による理解が望ましいのです。労働

審判委員会の評議という秘密の部分についても知りたくて、これはあっせんの

際のチームワークに活用したいのです」。

　「そちらの総合労働相談員研修で模擬労働審判をやりましょうか。裁判所の

労働審判員研修で使う事例教材を流用して、相談員さんは三班に分かれてもら

い、申立人労働者班、相手側会社班、労働審判委員会班で模擬労働審判を分担

して頂きます。調整官も適宜どこかの班にお入り下さい。労働審判委員会班に

は私が審判官役として入ります。実際に別室で評議の体験をして頂きましょう。

納期に追われ取引先から苦情があって職場内でついかっとなって机をたたいた

労働者が、のち会社に解雇される事案です。労働審判手続申立書と答弁書を模

擬審判の前にお届けしますからすぐに読んでご検討始めて下さい。模擬審判期

日当日に補充書面等を追加で配布します。それじゃあ期日を設定しましょうか

ね」「は、早いですね、ははは」「労働審判は速いんですよ」。

 

　模擬労働審判への参加によって、模擬書面とはいえ裁判官が求めるレベルの

申立書や答弁書書面を目の当たりにできる。労働相談の事情聴取票の記載事実

とは全く異なる申立書中の趣旨、理由、あるいは予想される争点および関連す

る重要事実といった項目立てと記載内容は、それ自体があっせん手続きに必要

となる各種書類様式へのフィードバック情報になる。申立人労働者側班に入っ

た相談員らは「審判では主張事実を詳しく尋ねられるのかしら、それとも相手

側の答弁書の主張に対してどう答えるかを訊かれるのかしら」「申立書に書き

きれないことを主張していけばいいんじゃない？」等の事前予習に懸命にな

る（労働審判の進行には後者の機会など一切ないことを後に知ることになる）。調整官

が加わる相手側会社班では「労働者は会社の提示した解雇事由のそれぞれに逐

一反論しているようだけど、就業規則所定の解雇事由の一つを正当に満たせば

それでいいんだろう」「じゃあどれが一番会社に分がある解雇事由だ？」等と

やっている。審判委員会班は審判官役がいない中での評議準備であるから、（ま

るであっせん委員に化体したように）両方が提出した書面を見比べて自分たちで
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不明点を探す作業に当たるしかない。「労働審判委員会にとにかく予断は禁物

だそうよ」「『一方だけ聞いて沙汰せず』が大事だと言ってた」「机を叩いたと

いってるけど、ぶつかったかもしれないし、とにかく解雇の原因事実を確かめ

るのよね」という具合である。申立書の「労働審判を求める事項の価額670万円、

貼用印紙額 1 万9000円」なる記載には、全員が興味津々の模様だ。

　二時間半の模擬労働審判ののち、研修を終えた総合労働相談員らは「労働審

判といっても、調停が成立しなければ審判で終局という制度であることを初め

て知ったわ。」「あれだけ書証を用意して調停で終局するなら、やっぱり行政の

あっせんは手軽だと思う。今後は相談者に具体的に審判の『調停』を含めて労

働審判制度の情報提供をします」「とにかく審判官の質問スピードが速い！ぼ

やぼやしてるだけで心証が悪くなりそう。しかも代理人が全部引き受けるので

なく、本人に訊いてくることもある。あれをすべての労働者本人が引き受けら

れると思えない」「パンフレットや雑誌の情報でさも知ったかのように労働審

判を相談者に説明してきたことに赤面、次の相談からはさっそく修正し、適切

な情報を提供」「あっせんに参加して、双方が出方を探って、あっせんが打ち

切られて、そのあと労働審判で調停をするというのは、現実的じゃないなと思っ

た。紛争解決機能としては同じく思える」と口ぐちに感想を述べる。労働審判

対面方式を意識した模擬労働審判　　ラウンドテーブルがないのが残念
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委員会班に入った相談員らから審判官役判事氏とどんな評議をしたか情報と感

想を得たかったが、誰も話をしないのは残念である19
（きっと評議は秘密という労

働審判法の条文規定にならったのだろう）。「監督署付き相談員は本来単独であるが、

模擬審判研修を通じて他の相談員らと共同して問題解決作業に当たり、連帯感

と責任感を高めることができたのは収穫だった」という感想は、上記（４）で

述べたチームワーク作業に必須な認識であり、同時に成果であろう。

４．地域連携すると何が実現するか？ 損なわれることはないか？

　〈司法過疎〉問題を抱えているというこの地域における、労働行政と裁判所

の地域連携をどう考えるべきか。

　個別労働紛争関係において権利救済を求める紛争当事者に対して、裁判所や

法テラス等の関連機関が、郡部島嶼部の企業や住人らに司法アクセスを充分に

保障しているとは言い難い20。また、郡部島嶼部の当然の事情として、代理人

となりうる法律専門家の支援は極端に乏しく、労働審判や労働事件訴訟の本人

申立てが可能となる訳でもない。ならば行政の出番かといえば、労働行政は電

話でのワンストップサービスシステムを自負するが、郡部島嶼部の駐在事務所

は廃止され現地人員による対面での紛争解決支援は失われ、そうであっても本

局や監督署から出張してあっせんを開催する場所も体制も整わないのが現状で

ある。 

　想定される連携像としては、労働行政の総合労働相談電話サービス体制に

て、労働行政のあっせんと裁判所の労働審判等の機能役割をともに相談者に教

示し、相談者の解決期待の内容に応じた各紛争解決制度の紹介をすることであ

ろう。その際、権利的救済に親和する裁判所の紛争調整手続きの特性とともに、

19 評議を含めての模擬労働審判の研修の模様は、労働局にてビデオ収録し、後日の
研修教材にする予定である。さて後日、労働審判委員会班と判事氏の評議の模様
をビデオ点検したところ、極めて短時間にて争点と当てはめ事実を確認し審判委
員会としての心証を形成すると同時に、原告労働者のバックペイ支払請求根拠を
事実に照らして確認し、請求額を詳細に検討する模様が再現された。同班の相談
員らの多くの印象もこの部分に集まっており、幾分アバウトな労働行政の解決金
額の創出プロセスと対象的だったとの見解を相談員らから得た次第である。

20 野田進「個別労働紛争における“司法過疎”」法学セミナー第673号（2011年）18頁。
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郡部島嶼部社会やその生活地域で展開するだろう濃密な人間関係との紛争調整

解決内容の整合性をも教示し21、相談者が紛争解決支援の在り方を示唆する必

要があろう。相談者まかせでは法律問題が解決しないことを幸い総合労働相談

員たちは熟知しており、親身に支援する能力がある。模擬とはいえ現役の判事

から労働審判を教わったのであるから、能力は証明される筈だ（修了試験はな

かったけど）。

　

　あっせんや労働審判を一体化して、郡部島嶼部の〈司法過疎〉地域にパッケー

ジとして提供可能かどうかは、正直よくわからない。すでに司法過疎地域に限っ

た話でなくなっている。これまで検討してきたとおり、利用者が「あっせんか、

それとも審判か」「あっせんがダメでも審判で」の図式で両制度を表層的に理

解することが、特に前者の機能不全を招く。といって権利判定がどうだ利益調

整に適う紛争類型はこうだと利用者は判じ難いだろうから、やはりワンストッ

プサービス担当者たる総合労働相談員がそれら解説を含む発信をするしかなか

ろう。もちろん法テラスが発信しても構わないし、裁判所がたまには宣伝する

のもよし。各種団体が啓発事業を展開するのもいいだろう。どこがやっても構

わないが、労働トラブルを具体的に経験していない者を対象にする情報発信が、

それでも有効になるよう工夫する必要がある。難しい課題だ。それぞれの紛争

処理機関は利用実績やその効用を数字で宣伝したがるかもしれないが、情報発

信は機能役割説明に重きを置くべきである。かつ紛争処理機関が自所制度の活

用メリット宣伝に終始し、紛争当事者の奪い合いをするようなことがあっては

ならない。

　労働審判委員会が裁判所支部に出かけて労働審判をするのはいろいろあって

まだ先の話になるだろう。これに対して、労働行政のあっせんにて 1 人のあっ

せん委員が事件を担当することを先にちょっぴり非難してみたけれども、 1 人

21 同19頁。社会的な状況からあっせん和解を受け入れざるを得ない過疎地域の問題
を指摘するのだが、親密性支配性が高いとおぼしき郡部島嶼部であれ、それが低
く人間関係が流動的で自由度の高い都会であれ、権利判定を妥当とする解決は同
様にかつ普遍的に保障されるべきであろう。
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であればあとは予算と行政内部の理解と労働紛争調整官やファーストタッチし

た総合労働相談員らの行動力に応じて各地に出かけてあっせんを出張開催でき

る可能性が高い。出張そのものが郡部島嶼部の社会関係や人間関係へマイナス

の影響を与えるとの懸念はあるだろうが、紛争当事者のみならず地域社会に対

して、あっせんを通じて全国一律の最低労働基準を意識させ、かつ労働契約法

理の解釈あてはめに必要な事情を尋ね、証明書類を提出させ、そして法的解決

を導くといった紛争調整のプロセスを提供する。雇用紛争の法的統治の具体的

ありかたを、地域性を問わず標準として普及させる意義は大きいと思う。

　「しばらくぶりでございます。過日は労働審判の模擬研修の機会を頂戴しま

したこと、局を勝手に代表して御礼申し上げます。ありがとうございました。

私自身のことで言えば、夢の出来毎以降、担当しますあっせん事件はすべて

〈あっせんによる解決〉の実績を得ています。無理やり紛争を丸めているかも

しれないなぁと思わないことがない訳ではありませんが、実績自体は実績です。

かつ実績には理由がふたつあります。

　一つはあっせん事件の事前の事実調査と必要書面の確保について、労働紛争

調整官と担当の総合労働相談員の総意で改善に取り組んだことです。契約紛争

に必須の会社就業規則規定の確保、入職退職時の発行書類一式などについては、

あっせん担当委員がいちいち指示しなくても自然揃うようになりました。あっ

せん参加のフィードバック効果と言っていいでしょう。総合労働相談員らは相

談受理とあっせん申請受理の合間で、紛争類型に応じて解決に必要な証明書の

類を相談者に指示出来るようになりました。万全とは言えませんけれども、労

働局の紛争処理についても〈書証主義〉が展開し、書類による事実確認によっ

て当事者の法違反や不適切な対応をあっせん過程で明確に指摘出来るのですか

ら、おのずと解決可能性は高まります。不当解雇を相談してきた労働者には『退

職日付けの退職理由証明書を使用者にすぐ発行してもらいなさい』と相談員が

指示し、これに素直に応じる使用者が『勤務態度を理由とする解雇である』な

どと書いて証明書を発行して労働者に渡したりしますので、そうなるとあっせ

んではこれを参照しながら『勤務態度が理由だと何なんですか？就業規則に『勤

務態度』を理由にする解雇は規定されてますか？ 勤務態度が良くても理由に
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なるんですか？』と詰問ができるわけですね。事後発行の退職証明書発行にそ

んなトリックがあったと知る使用者には酷ですが、許される手続きだと思いま

す。もちろん弁明を求めてから最終的に判断します。言い抜けが許されないと

分かれば、解決という実績は必然です。それから労働法を勉強している相談者

もいますから、それに応じて労働者が書証をまずまず用意しており、かつ使用

者の契約違反について悪質性が高く、労働者の権利と支払請求担保が大事だと

相談員が判断した場合、相談者に労働審判等の活用をアドバイスすることもあ

るようです。

　もう一つは、紛争当事者に労働審判の模様を具体化して情報が提供できるよ

うになりました。いままでもそうしていたとは思いますが、最近は段違いです。

あっせんには強制力がないものですから、当事者の解決協調性とあっせん内容

への恭順と理解を引き出すべく、私が傾聴し、かつ共感する技法が必要不可欠

です。最近はそこに説得術と情報提供を盛り込みました。『ここではあなたの

職場での苦しみと悩みを丁寧に聞きましたが、裁判所での審判はそんなのない

んですよ。むしろあなたが不利になることをあなたか代理人に次から次に尋ね

られるのですよ。代理人はともかくとして、あなたが考えて答えるいとまもな

く尋問されるんです。あなたが話したい気持ちとかは全く話すチャンスないん

ですよ』。被申請人会社側が金銭提供に応じ、しかし申請人労働者側が解決金

額にこだわるようなケースで、これは結構、効きますね。たいていの人間は感

情処理の必要性が損得勘定に優先するのでしょう。いや損得勘定も大事ですか

ら、労働審判にチャレンジした場合の費用対効果等も、あっせんの場で積極的

に情報提供することにしました。『弁護士の着手金がいくらで、日当がこうで、

請求金額に応じた印紙がいくらで…』と、これはこちらの紛争調整委員会の他

の先生に費用モデルを用意してもらい、参考資料として当事者に今後プレゼン

トするのがいいかもしれません。さらに『労働行政は今日まで基本無料だし、

あなたと相手の都合であっせん期日が決まるけど、隣の裁判所はそういうわけ

にもいかないね…』という説得術もありえます。これらが実績に作用する技法

というか話法でしょう。

　ということですから、発案しました先述３の打ち切り通知書の記載具体化に

ついては、まだ活用の機会がありません。他の紛争調整員会のあっせん委員も
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あっせん解決に意欲的ですし、あっせんに来たけど主張しに来ただけで解決な

んかするもんかという当事者は、直近ではまだお目にかかりません。今後お目

にかかるケースでどうなったか、後日ご報告申し上げます」。

　

　「最初は労働行政と裁判所の連絡体制を作ろうという簡単なお話でしたね。

さして時間をかけることもなく、双方の協力姿勢を通じて『事務打ち合わせ』

を開催し、双方の紛争解決情報と課題を提供し合い共有しましたほか、総合労

働相談員の模擬労働審判研修も無事開催出来ましたね。一部の方のご尽力かも

知れませんが、労働審判の具体的理解を前提にしたあっせんや相談体制も整い

つつあるようですね。行政と裁判所の組織間の連携実績は積み上がってるので

はないでしょうか。ご関心はさらに〈司法過疎〉下における労働紛争解決の全

体的な在り方に向かっているようですが、問題関心はもちろん裁判所も同じで

すよ。それから、〈評議モデル〉をご活用されつつあるようですが、こちらの

評議の模様は、例えば模擬労働審判の評議過程に触れて頂くとか、裁判所の労

働審判員研究会研修などにお越し頂ければ、評議の問題点が御理解頂けるかも

しれませんね。

　ところであっせんと労働審判の連携について、今後どんな連携具体像をお作

りになりますか。あっせんで泣いたりする方やあっせんを軽視して『審判を使

うぞ』という態度の方を宥めて治める方法は出来上がりそうですか」。

　「率直に言えば具体的モデルは簡単ではありません。宿題にさせて下さい。

審判や裁判に前置するあっせん制度モデルは、負担コストの小ささの面で当事

者らにフレンドリーな仕組みなのは確かです。労働行政のあっせんと労働審判

プロセスにおける調停とに類似性は見出せますから、今後なんらかの制度整理

と同一化があってもいいでしょう。前に『労働審判は本訴の予審みたいなもの

である』というお話がありましたけど、『労働審判の予審をあっせんで引き受

けてやる』というのが理解されるかどうか。現状は制度中の権限発揮具合も解

決内容も全然レベル違います。そうするとちょっと難しいかなという印象があ

ります。予審がなんたるかイメージでしゃべってますしね（笑）。といって対比

を際立たせるのはマズイと思っています。労働委員会のあっせん内容や簡易裁

判所での金銭解決といった機能を含めての構想がさらに必要でしょう。現在こ
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の地方では年 1 回とはいえ「個別労働紛争解決関係機関連絡協議会」という舌

を噛みそうな会合がありまして、貴裁判所を含め構成機関数は11です22。これ

ら11機関と連絡評議しながら、機能向上の有効策を構築する必要がありそうで

す。簡易裁判所は入ってませんからぜひ評議会に加入してもらい、労働紛争事

件の少額訴訟提起実態と判決後のエンフォースメントについて情報提供して頂

きたく思います。

　泣く子とあっせん軽視の企業は、…どうしましょう。後者が得をしないよう

打ち切り通知書を構想したことは申し上げた通りです。しかし蔑ろにしたこと

のゆえに不利益を与える仕組みは実は許されておりません。個別労働紛争解決

について『自主的解決理念』（個別労働関係紛争解決促進法第 2 条）のほかに、第

三者の解決権限について今後規定されるようになれば、前者を含め対応をより

有効にできるかもしれません。現状は自主性を名目に第三者が説得しているの

ですし、自主性のみではあっせん軽視が続きますので、ここは少々改める時期

です。それから、泣く子には他人が気付かぬ理由があると心得るのが妥当でしょ

う。個別労働紛争において、契約上の権利としての地位確認のほか、復帰と就

労具体化の在り方を検討すべきなのだと思います。〈司法過疎〉地域に限らず、

ひとたび雇用を失えば、ましてや紛争解決制度を通じてもなお結局雇用を失う

解決の選択を余儀なくされた場合、次の雇用はなかなか実現しないのではない

かと考えます。『あっせん復職制度』『就労機会保障あっせん制度』が労働行政

にて確立するようになれば、また審判や裁判との連携像も変わるのだろうと思

いますが、これにはまた別の夢物語が必要です」。

 

　「『労働審判はかっちり書証人証で審理しますので、普段から書面を整える労

務管理を徹底しているような経営者に向いてますよ。しかも審理が早いですか

らね。競馬新聞を読み込んで馬券買って当日競馬場に行くタイプの経営者は、

労働紛争を労働審判で解決して下さい。他方で労働行政のあっせんは、その過

程で言いたいこと話して構いませんし、逆に行政側から説得を含むお話がたく

22 「個別労働紛争解決関係機関連絡協議会」〈http://kagoshima-roudoukyoku.jsite.mhlw.
go.jp/hourei_seido_tetsuzuki/kobetsu_roudou_funsou/kobetu_kyougikai.html.〉
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さん聞けます。まあ有名な占い師のところに通ってなんでも打ち分けて占い師

の占いを信じちゃうタイプの方に合った労働紛争の解決方法です』とか言って

たのに、その後だいぶ御心境の変化があったようですね。ところで鬼軍曹とい

うご指摘があったと思いますが、そこは撤回しておいて下さいね。『労働審判

に進むと鬼軍曹のような審判官がいるぞ』というあっせん現場での説得術もダ

メですよ」。

（こんやひろあき）

　─────────────
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